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Survey of Studies in Hindrance(Resistance) to Organizational Change: 
Focus on its Factor, Mechanism, Elimination. (the second half)
Yoichi Matsuda
Abstract
　Organizational change is important topics in organizational behavior. This paper aims to survey of studies in 
hindrance(resistance) to organizational change. Especially, we focus on its factor, mechanism, and elimination.
And so, we suevey previous studies from viewpoint of ①macro organizational theory＇s arguments(Ma. O), ②
micro organizational theory＇s arguments(Mi. O), ③social psychology theory＇s arguments(S. P), ④consultant＇s 
suggestion(C. S).
　This paper＇s important points are as follows:
　①factor are various: organizational inertia, action, information＇ flow(Ma. O), loss, stress, trust, recognition, 
learning(Mi. O), resistance, worry, self-defense(S. P), failure and behavior(8 factors), restrictive functions in 
equilibrium(10 problems), barrier(C. S).
　②Mechanism are various: organizational inertia, action(Ma. O), loss and compusion, recognition(schema, conflict), 
organizational culture change(Mi. O), driving force and resistance force, influence and balance(S. P). damage, crisis 
andadherence(C. S).
　③Elimination: organizational inertia, adaptation and balance, restraint, adjustment(Ma. O), participation, reward 
system, vision(Mi. O), participation, job design, taking turns, persuasion(S. P), paticipation, commitment, many 
eliminated methods(C. S).
　Addtionaly, our problems are as follows;
　①significance of discussion and ②promotion factor in organizational change. And ③rationality, ④measuring 
method, ⑤practicing to management in organizational change.
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第９章　鉄道と鉄道政策
（機関車の勝利）
　機関車（locomotive engine）が最終的に勝利を収めるまでの道のりは平坦ではなかった。1828年になっ
ても，何によって車両を牽引するかという問題は未決着だった。リヴァプール・マンチェスター鉄道
（以下，L・M鉄道。なお，クラパムはLiverpool and Manchesterという表記と Manchester and Liverpoolという表記を
併用している）の発起人達は外部からも二人の顧問を呼んで問題を検討した。顧問達の意見は，一時
に大量の仕事量をこなす場合には道路上をケーブルと固定式エンジン（stationary engine）によって車
両を牽引する方法が優れているが，もし理事者達が漸次的前進を望み，運輸力を需要に適応させてい
く場合を想定すると，線路上に機関車を走らせる方が良いだろう：後者の場合，今後における技術的
改良の可能性は高い，というものだった。スティーヴンソンは顧問達の意見の後段を推進し，かくし
て歴史に残るレインヒルの機関車競争（1829年10月）が実現し，スティーヴンソンの勝利に終わった
のだった。さらに，ストックトン・ダーリントン鉄道（以下，S・D鉄道：S・D鉄道は1825年に開通したが，
貨物の
0 0 0
牽引に機関車を採用して成功）が1827年に発表した報告書でも，機関車方式は馬力の場合に比べ，
30％の動力節約になると述べられていた。ニューカッスル・カーライル鉄道（Newcastle and Carlisle.。以下，
N・C鉄道。なお以下では鉄道名に含まれる and を，和名では省略している）では1834年になっても馬力を用
いるかどうかを議論していたが，馬に比べて機関車の場合，側線費用が少なくて済み，マイル当たり
700ポンドの節約になることがわかった。そこでN・C鉄道の設立委員達は議会に対して，1829年に同
社に対して科されていた機関車使用禁止条項を取り消すよう要望することにし，直ちに３つの会社
に機関車を発注した。議会は1835年３月に要望を認め，こうして有名なラピッド号（Rapid）機関車
が３台の旅客車の
0 0 0 0
牽引に成功するなど，N・C社は成功裏に発足した。その後，新たな鉄道に関して，
馬力での牽引が議論されることは殆ど無くなった。錬鉄を用いた出縁レールも同様に定着していた。
1838年になると出縁レールの上を機関車がカーライル目指して，東海岸からほぼ西海岸に至るまで走
行するようになっていた。
（初期鉄道の資金調達）
　こうして，この頃には新型の鉄道は技術面であらゆる反対論を制覇していた。しかし，資金調達面
では専門家の間でなお，疑念が残っていた。むしろ，報酬を得るまでに時間が掛かり，しかも気前の
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良い約束が成されていたわけでもない鉄道投資に，順調に資金が供給されたことが驚嘆に値する。粗
雑な計画も多く，特定企業に関しては不可避的な不確実性もあり，技術問題に関する無知も一般的だっ
た。関係者からも部外者からも組織的な反対論が絶えない中で，1835年以降，ともかくも次々に鉄道
企業設立が成功したのだった。1835年時点では，S・D鉄道とL・M鉄道の他には３つの比較的小規模
な鉄道が設立されていただけであって，ロンドン・バーミンガム，ロンドン・グリニッチ，グランド・
ジャンクション，ロンドン・サウサンプトン，グレート・ウェスタン鉄道などは，まだ設立過程にあっ
た。いきおい，公衆の投資判断は「希望」に依拠するほかなかった。そういう状況下でL・M鉄道の
初期資金調達が順調だったのは，謎と言っても過言ではない。同鉄道は法によって配当上限を10％に
定められていたが，すぐにこの数値に到達し，1837年半ばまでには総計40万ポンドの配当を支払い済
みであった。その間，同社は絶えず活発に新株発行権を獲得し，また大いに借り入れも行った。他方，
会社を弁明する立場の或る人物は，会社の建設費が世界最初の実験を成功させる義務を果たすために，
異常に高くついた点を指摘している。しかし当時の何人かの批判者が述べているように，もし上記の
新株発行が法定の10％配当を超える利益を体現したもので，株式はその利益を株主に還元するための
便法（要は株式配当）であったとすれば，会社は意外に財務内容がよかったのかもしれない。たしかに，
会社は負債支払いを滞らせたことは一度もなかった。
　S・D鉄道は1835年頃まで，財務的にほぼ順調だった。レスター・スウォニントン（Leicester and 
Swannington）鉄道も1839年頃まで６％の利益を上げていた。しかし，1835－36頃までの一般的な
予測は，やはり悲観的だった。ノース・イースタン（North-Eastern）鉄道の領域となる予定だった
17の鉄道会社の1841年前半期における「配当／株式資本」比率の平均値は3.5％ほどにすぎなかっ
た。1850年まで，既設鉄道会社全体の「合計収入（配当ではない）／支出資本」（gross receipt-not the 
dividends-on the capital expended）比率が８％を超えたことはなかった。
　そういう次第で，1834－35年頃までは（この辺り，議論対象年次の配列はかなり前後している），鉄道に
は良好な配当見込みはないという意見が蔓延していた。これまでのところ，鉄道の成功は主として地
方実業界の決断，愛郷心の発露，配当ではなく建設そのものに情熱を燃やす技術者達の確信と推進力
に依存していた。とくに非国教徒，中でもクェーカー教徒の果たした役割は大きかった。クェーカー
のフレンド教会（Society of Friends）は，ストックトン，リヴァプール，レスター，バーミンガムで，
教徒数に不釣り合いなほどの代表者を鉄道会社の理事会に送り込んでいる。ヨークでは亜麻布業者か
ら身を起こし，1837年には市長にもなっているG. ハドソン（George Hudson）の活躍が特筆ものであ
る。1839年のブリストルでは，グレート・ウェスタン鉄道の開設が全市をあげての取り組みとなって
いた。同鉄道への資本金払い込みは，地元からは徐々にしか行われなかったが，ロンドン，マンチェ
スター，リヴァプール，バーミンガムからの投資がこれを補った。とくにリヴァプールの実業界は当
初から近接地域を超えて鉄道投資に積極的だったが，これは彼らの将来洞察力と同時に，L・M鉄道
の配当が予想より良かったことにも依る。リヴァプール実業界を代表する人々は，鉄道初期時代にリ
ヴァプール党と呼ばれていた。彼らはマージー川，ハンバー川，テームズ川の３河川とセヴァーン川
を結ぶイングランド中部連結線の創設に大きな役割を果たしたばかりでなく，当初から長距離の貫通
ルートを念頭に置いて活動していた。資本金から見て，ロンドン・バーミンガム鉄道（以下，L・B鉄道）
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良い約束が成されていたわけでもない鉄道投資に，順調に資金が供給されたことが驚嘆に値する。粗
雑な計画も多く，特定企業に関しては不可避的な不確実性もあり，技術問題に関する無知も一般的だっ
た。関係者からも部外者からも組織的な反対論が絶えない中で，1835年以降，ともかくも次々に鉄道
企業設立が成功したのだった。1835年時点では，S・D鉄道とL・M鉄道の他には３つの比較的小規模
な鉄道が設立されていただけであって，ロンドン・バーミンガム，ロンドン・グリニッチ，グランド・
ジャンクション，ロンドン・サウサンプトン，グレート・ウェスタン鉄道などは，まだ設立過程にあっ
た。いきおい，公衆の投資判断は「希望」に依拠するほかなかった。そういう状況下でL・M鉄道の
初期資金調達が順調だったのは，謎と言っても過言ではない。同鉄道は法によって配当上限を10％に
定められていたが，すぐにこの数値に到達し，1837年半ばまでには総計40万ポンドの配当を支払い済
みであった。その間，同社は絶えず活発に新株発行権を獲得し，また大いに借り入れも行った。他方，
会社を弁明する立場の或る人物は，会社の建設費が世界最初の実験を成功させる義務を果たすために，
異常に高くついた点を指摘している。しかし当時の何人かの批判者が述べているように，もし上記の
新株発行が法定の10％配当を超える利益を体現したもので，株式はその利益を株主に還元するための
便法（要は株式配当）であったとすれば，会社は意外に財務内容がよかったのかもしれない。たしかに，
会社は負債支払いを滞らせたことは一度もなかった。
　S・D鉄道は1835年頃まで，財務的にほぼ順調だった。レスター・スウォニントン（Leicester and 
Swannington）鉄道も1839年頃まで６％の利益を上げていた。しかし，1835－36頃までの一般的な
予測は，やはり悲観的だった。ノース・イースタン（North-Eastern）鉄道の領域となる予定だった
17の鉄道会社の1841年前半期における「配当／株式資本」比率の平均値は3.5％ほどにすぎなかっ
た。1850年まで，既設鉄道会社全体の「合計収入（配当ではない）／支出資本」（gross receipt-not the 
dividends-on the capital expended）比率が８％を超えたことはなかった。
　そういう次第で，1834－35年頃までは（この辺り，議論対象年次の配列はかなり前後している），鉄道に
は良好な配当見込みはないという意見が蔓延していた。これまでのところ，鉄道の成功は主として地
方実業界の決断，愛郷心の発露，配当ではなく建設そのものに情熱を燃やす技術者達の確信と推進力
に依存していた。とくに非国教徒，中でもクェーカー教徒の果たした役割は大きかった。クェーカー
のフレンド教会（Society of Friends）は，ストックトン，リヴァプール，レスター，バーミンガムで，
教徒数に不釣り合いなほどの代表者を鉄道会社の理事会に送り込んでいる。ヨークでは亜麻布業者か
ら身を起こし，1837年には市長にもなっているG. ハドソン（George Hudson）の活躍が特筆ものであ
る。1839年のブリストルでは，グレート・ウェスタン鉄道の開設が全市をあげての取り組みとなって
いた。同鉄道への資本金払い込みは，地元からは徐々にしか行われなかったが，ロンドン，マンチェ
スター，リヴァプール，バーミンガムからの投資がこれを補った。とくにリヴァプールの実業界は当
初から近接地域を超えて鉄道投資に積極的だったが，これは彼らの将来洞察力と同時に，L・M鉄道
の配当が予想より良かったことにも依る。リヴァプール実業界を代表する人々は，鉄道初期時代にリ
ヴァプール党と呼ばれていた。彼らはマージー川，ハンバー川，テームズ川の３河川とセヴァーン川
を結ぶイングランド中部連結線の創設に大きな役割を果たしたばかりでなく，当初から長距離の貫通
ルートを念頭に置いて活動していた。資本金から見て，ロンドン・バーミンガム鉄道（以下，L・B鉄道）
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は，ほぼランカシャーの所有下にあった。
（1836−37年のブーム）
　1825－35年間に，54の鉄道設立法が議会を通過したが，会社には資本金が僅か３万3000ポンドとい
う小規模なものから，L・B鉄道のように資本金550万ポンド（路線距離112.5マイル）という大規模な
ものまであった。L・B鉄道が開通した1838年９月までには，総延長500マイルに及ぶ機関車式の鉄道
が稼働していた。このうち，L・B鉄道がプレストン，グランド・ジャンクション，ノース・ユニオ
ンへの延長線を含めると，総延長のほぼ半分を占めていた。1836－37年の２年間には，大ブリテンで
実に39の新会社設立（その他にアイルランドでも数件）が認められた。1838－41年の期間は勢いが鈍
り，４年間で６件にとどまった。1836－37年の設立ブームの背景には，1831－36年間の生計費低下，
国債の低利借り換え（1830年１億5300万ポンド，1834年1,060万ポンドを，４％から3.5％に）があっ
た。ぜひとも５％程度の利回りを確保したいという資金が鉄道に期待した。ただ先述のように，この
時点では単なる「希望」とL・M鉄道の実績だけが判断材料であった。設立競争は熾烈で，一つの路
線を巡って数件（時には十数件）のプロジェクトが競合するのが常だった。1836－37年設立ブームは，
地方株式銀行の過度に急速な発展や，当時の対米貿易によるアメリカへの資金流出などと並行的に進
行していたのだが，結果として，生き残っている企業や，特に設立途次の企業（この後者の方が圧倒
的に多数）に金融困難をもたらした。最も強力なL・B鉄道でさえ，株価は額面を割る傾向にあった。
ただし，同鉄道では1837年に，伝統あるロンドン銀行界の思慮深い代表者であるG. C. グリン（George 
Carr Glyn）が設立委員会の座長におさまっている。ちなみにロンドン銀行界は，それまで鉄道の設立
や方向付けに積極的な役割を果たしたことがなかった。鉄道敷設の開拓者であるL・M鉄道とS・D鉄
道は，上記のように配当支払いを継続し得ていた。
　1836－37年の設立ブームの結果，敷設予定路線は1,000マイル増加した。その結果，以後５年間，
新設立こそ少なかったが，国土の至る所で架橋，トンネル掘削が進展した。1843年には開通した路線
距離は1,900マイルに達した。この時点での未完成路線は僅かで，鉄道建設の第一次ブームは終わった。
（第二次建設ブーム）
　しかし，技術者と大起業家は満足していなかった。とりわけ，スコットランドおよびウェールズと
イングランドを結ぶ路線が欠落していることが問題だった。1842年から1844年にかけて，穀物価格は
下落し，貧しい階層の生活はやや楽になり，金利は低下し，国債の低利借り換えは市況を追い風とし
て順調に行われ，全ての事業が利益を上げていた。再び鉄道設立ブームが始まった。1843年末までに
議会の認可を受けた鉄道の総路線距離は2,285マイルに達していた。このうち，1,952マイルがすでに
開通していた。1844年には，この数値の３分の１以上の路線距離（805マイル）が加わった。さらに
1845年には新たに2,700マイル，1846年には4,538マイルが加わった。1847年には新設路線の数値は1,345
マイル，1848年には330マイルに低下した。同年末には連合王国全体で5,000マイルの路線が稼働して
おり，そのうち400マイル弱がアイルランドにあった。
　以上が鉄道マニアの数値的概略である。後に若干の付加があるとはいえ，現代イギリス鉄道システ
ムのほぼ全てがすでに上記に含まれていた。幹線に関しては，この時期の新たな創設はホリーヘッド
線（1844年），スコットランドとイングランドを結ぶ東西の路線，イングランド南西部路線，グレート・
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ノーザン（ロンドンとヨークを結ぶ：単一の法で認められた路線としては最長：1846年６月26日，穀
物法廃止と同日に認可された）などが主要なものである。
（ハドソンと企業合同）
　1845年秋頃までには，既に近接する路線の間で様々の形の協働があったが，大規模な法的合同は，
1844年５月に認可を受けたミッドランド鉄道だけだった。主導したのはノース・ミッドランドの取締
役におさまっていた前述のハドソンで，バーミンガム・ダービ ・ージャンクションおよびミッドランド・
カウンティーズの両会社を誘って合同に持ち込んだ。ハドソンが代表取締役となった。リヴァプール
党も合同に介入してきたが，最終的な取締役会には，この人々の名前はない。次の重要な合同は1846
年７月のロンドン・ノースウェスタン鉄道（総路線379マイル）の誕生だろう。グランド・ジャンクショ
ンの代表マネージャであったマーク・ハイシュ大尉（Captain Mark Huish）とL・B鉄道のカ ・ーグリン（前
述）が合同推進の中心人物だった。マンチェスター・バーミンガムも合同に加わった。1847年にはマ
ンチェスター・リーズが母体となって，ランカシャー・ヨークシャー鉄道が誕生した。また同じ年に
マンチェスター・シェフィールド・リンカーンシャー鉄道が，この名称の下に，以後50年間にわたる
活動を開始したし，ロンドン・ブライトン・サウスコースト鉄道も誕生した。1848年には東アングリ
ア地方で重要な合同があり，また，ヨーク・ニューカッスル・ベリック鉄道も誕生した。これは将来，
ノース・イースタンの背骨となるべきものだった。こうして我が国の鉄道は，まだ完成には遠かった
が，次第に鉄道「システム」と呼ぶにふさわしいものに形を整えつつあった。
（電信）
　鉄道システムと密接な関係にある電信は，実験段階から抜け出そうとしていた。1846年頃までに，
機器は大いに改良され，W. F. クック（William Fothergill Cooke）は電線を柱に架する方法を用いていた。
外国ではおおむね，電信は政府の手中におさめられていたが，イギリスではクック他が中心になって，
1846年に「電信会社」（Electric Telegraph Company）を立ち上げ，ホィートストーン・クック（Wheatstone 
and Cooke），および T. ベイン（Thomas Bain）の特許の殆どを買い上げ，鉄道会社にも公衆にも電信
の使用を強く勧めた。1848年半ばには1,800マイルを超える鉄道（開通路線のほぼ半ば）が電信施設
を保有していた。少し後の1854年のことだが，「電信会社」はロンドンに本店を含む17の事務所を持ち，
そのうちの３つが昼夜兼行で営業していた。　
（鉄道と運河：旅客運送と貨物運送）
　初期鉄道のいくつかは明示的に運河の運輸独占を打破するために建設された。中でもL・M鉄道は，
その点有名だった。スティーヴンソンはレスター・スウォニントン鉄道を建設する際にも，資金をレ
スターの富裕層には頼らず，リヴァプールで調達した。レスターが鉄道に反感を抱いていたからであ
る。レスターに限らず，全国至る所で運河関係者は鉄道に反対していたが，1840年頃までは概して鉄
道の発展が遅々としていたので，運河側は先手を打って運賃を引き下げるなど，競争力改善の努力を
しなかった。しかし，1825年から1840年にかけては，ほぼそれまでの財務状況を維持できていた。イ
ングランド北部，ミッドランド，イングランド南西部及びウェールズ，イングランド南部の４地域に
ついて，総計20の運河会社の1825年と1838－39年の配当率を比較してみると，全体としては余り変化
がない（397頁に一覧表）。
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ノーザン（ロンドンとヨークを結ぶ：単一の法で認められた路線としては最長：1846年６月26日，穀
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　その後の６年間で事態は一変した。鉄道の脅威が運河に重くのしかかり，運河は議会工作に多大の
資金を費やしたが，成果はなかった。元々水運に適した地域では運河も競争力を維持し得たが，閘門
や分水点を多く抱える運河，あるいは，競争力強化のために運賃を引き下げるだけの利益稼得力が無
かった運河などは完全に追い詰められた。或るものは無条件的に鉄道の軍門に下り，或るものは何
らかの条件と引き替えに営業停止を余儀なくされた。こうして，1845－47年の諸立法の下で，948マ
イルの運河が鉄道に買われたり賃貸されたりした。例えば1846年にバーミンガム運河（Birmingham 
Canals）はロンドン・ノース・ウェスタン鉄道の一部となった。しかし当時なお，2,750マイルに及
ぶ独立運河が大ブリテンに残っていた。また，例えばトレント・マージー運河（The Trent and Mersey 
Canal）のように，新たに鉄道を敷設して，主として鉄道会社として営業しながら，旧来の運河をこ
れと結びつけて上手く利用したような例もあった。
　1840年代半ば以降，特にティーズデール（Teesdale）以南の鉄道では，貨物ではなくて旅客運送の
優勢が露わになってきた。グレート・ノース・オヴ・イングランド鉄道は収入の60％以上を旅客運送
から引き出していたし，マンチェスター・リーズも同様であった。旅客運送の優勢がとくに顕著だっ
たのは首都圏である。1844－45年のL・B鉄道は収入の75％ほどを旅客運送に依存していた。グレー
ト・ウェスタン鉄道とサウス・ウェスタン鉄道は80％，イースタン・カウンティー鉄道にいたって
は，90％が旅客収入であった。1845年における王国の鉄道全体では，旅客運賃収入が全収入の64％を，
1847年には57％を占めた。その後，19世紀全体を通じて，40％を下ることは決してなかった。
（鉄道，道路，道路運送）
　鉄道は有料道路および主要な街道で運輸に携わる人々に対しても，災厄であった。もっとも，議会
はこの問題を大いに取り上げたが，問題を過大視するのは適切でない。有料道路は全国道路の17％を
占めていたに過ぎなかった（1838年）。運河同様，有料道路も鉄道と戦って破れたのだが，運河の場
合と異なり，そもそも有料道路では成功例が実に稀だった。鉄道も新たな災厄ではあったが，それ以
前から借金への依存，管理の不適切，協働の欠如，河川・沿岸蒸気船との競争などのマイナス要因を
抱えていたのだ。
　鉄道が道路に与えた打撃は，運河に対するよりも致命的だった。トラストが従来，道路通行料金を
徴収していたまさに同じ層の旅客と貨物を，鉄道が奪い去ったからである。この結果，道路の経済価
値は無惨に低下した。1837－50年の期間に，道路トラストの収入は３分の１だけ減少した。
　その一方で，鉄道初期時代，馬による道路交通は漸次的に増加している。それは馬力運送者への免
許認可が増えていることによっても証される。ロンドンでは重々しい２頭立てのハックニー・コーチ
（hackney coach：hackneyは脚を高く上げて歩く種類の馬。coachは通常は４輪の４頭立てまたは６頭立て有蓋馬
車を指す）は廃れ，種々の形態の高速ハックニ ・ーキャブ（cabは通例，１頭立て２輪または４輪の貸し馬車）
やヴィクトリア風の１頭立て４輪車，あるいはカート（cart：これも１頭立て２輪の軽乗用馬車）がこれ
にとって代わった。コーチによる長距離旅行は衰退した。コーチ業界は，当時，鉄道は課税面で優遇
されているという不満を述べているが，表面的にはそうであるとしても，鉄道が救貧地方税を負担し
ていたこと，建設許可を得る際に，その権利に対して多額の金額を払ったこと，あるいは建設・維持
のために莫大な費用を支弁していることを考慮すれば，総体的には説得力を欠く。税制面の「優遇」
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を除去したとしても，その効果はコーチの衰退を束の間緩和した程度であっただろう。
（鉄道における雇用問題：ナヴィゲーターと労働人員：コントラクター，サブトラクター，および賃
金支払い方法）
　ヴィクトリア女王の即位（1837年）頃までは，鉄道の発展は緩やかで，建設・維持に関する重要な
（あるいは新規の）労働問題は生じていなかった。労働力の確保については，運河・道路・干拓事業が，
或る程度，先例を残していた。
　L・M鉄道の場合，労働者の最多数部分はアイルランドもしくは地元の出身者で，その他にリンカー
ン，ケンブリッジの沼地地帯で掘削や築堤の経験がある少数の熟練労働者が加わっていた。1832年に
工事が完成した時点では約600人の人々が作業に従事していたが，このうち60人ほどがスティーヴン
ソンに縁のある北部出身者，残りは理事達が地元から集めていた。（上記，アイルランド云々の文章との
食い違いの理由は明示されてはいないが，工事段階の違いだろう。）もちろん，この程度の新規労働需要が
南ランカシャーの労働市場に影響を与えることはなかった。この鉄道の場合，完成路線１マイルあた
り18人の労働者を必要としていた。
　ところが，1849年６月の議会に対する雇用数値の報告では，全国（アイルランドを含む）の完成鉄
道路線が5,000マイル強，雇用された人員総数56,000人となっており，１マイルあたりの人員は11人
ほどである。L・M鉄道の場合に比べると，マイルあたりの人員数は減っているが，総数は労働市場
に重要な影響を与えるまでになっている。1848年５月の或る統計では，全国で建設途次の路線で18
万8000人が働いており，そのうち14万7000人が（直接の鉄道）労働者，6,000人が鉱夫と石切工，２万
9000人が技術工と分類されている。ところが1849年６月の数値では，総数が10万4000人に低下し，そ
のうち８万4000人がナヴィゲーターとその職長（navigators and their foremen）とされている。
　このナヴィゲーターという言葉だが，一般的には土木工事に関する特殊技能を身につけた熟練労働
者，あるいは単なる土木関連工夫，または単純な掘削労働者を指す言葉であった。イングランド北部
では広義ナヴィゲーターの半数ほどがアイルランド出身であった。対照的に人口が相対的に密で賃金
の低いイングランド南部では，ナヴィゲーターは地元の出身者が殆どだった。特別な意味でのナヴィ
ゲーターは，とくにトンネル工事の経験豊富な熟練労働者であって，非熟練労働者の２倍近い賃金を
得ていた。これら熟練労働者の全体における比率は，少なくとも1844－48年頃は高くなかったようだ。
　この頃，大規模なコントラクター（contractors）も登場してきた。彼らは多数の労働者を雇い，鉄
道会社等の仕事を引き受けて，配下の労働者達にやらせたのだ。当時最大のコントラクターはS. M. 
ピートー（Samuel Morton Peto）だろう。彼は1847－50年頃，直接間接に１万4000人を雇っていた。
大コントラクターは直接に支配の及ぶ労働者群（重要な仕事は彼らに委ねた）の他にサブトラクター
（subtractor）と呼ばれる，より小規模な仕事請負業者を配下に擁していた。大コントラクターもサブ
トラクターも，一群で作業を行う労働者群（ギャング：gang）を抱えていて，請け負った仕事を彼ら
にやらせたのだった。
　上記のピートーは開明的な人物で，鉄道労働者達への賃金支払い方法を週払いにすべきだと主張し
ていた。当時，２週間払いや月払いはもちろんのこと，それよりも長く待たせて漸く賃金が支払われ
るという慣行がむしろ一般的だった。1846年に設置された「鉄道労働問題に関する議会特別委員会」
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は，週払いの定着を強く望んでいた。賃金支払いが延引される場合，コントラクターなどが直接間接
に経営する「食品雑貨店」の購入チケットの形で賃金前貸しが行われ，チケットと引き替えに粗悪商
品を高く売りつけるなどの弊害が頻発し，労働者の不満や時にストライキを引き起こしていたからで
ある。更に，店主が購入チケット引き当てに高利の賃金前貸しを行うこともあり，これも搾取の源と
なった。要するに「賃金支払いの引き延ばし→食品雑貨店・購入チケット」方式は，貨幣によらぬ賃
金支払い形態（トラック制）の一種に他ならず，特別委員会は結局，1830－31年の「トラック制」法
（Truck Act of 1830-1）を鉄道にも拡大するべしという勧告に落ち着いた。この法（原則として現物支払
いを禁止していた）を鉄道労働者にも適用せよという勧告である。賃金週払い制がこれに伴った。
　ナヴィゲーターの住宅は概して悲惨であった。上記委員会は，この点に関しても画期的勧告を行っ
た。大コントラクターが建てた住宅はまだ良かったが，中小コントラクターの建てた鉄道労働者用住
居は，単なる掘立て小屋に過ぎなかった。たとえばデヴォンでは，労働者用住居は「泥と芝土」製の
１室で，そんな小屋にさえコントラクターは１週当たり３シリングの家賃を要求していた。「こんな
にひどい住居は見たこともない」という，上記委員会への証言もある。委員会は「適切な住居が準備
されるまでは，ナヴィゲーター達を募集してはならない。その住居は鉄道全般の監督責任を持つ公的
機関の検査を受けて合格せねばならない。これら産業戦士達は，軍隊と同様に，国家が面倒を見るべ
きである」という趣旨の勧告を行った。
　委員会は作業中の事故については，フランスを引き合いに出して，鉄道に関する雇用者責任を厳格
化すべし，と勧告した。具体的には，たとえば危険な機械類に防御柵を設置する義務を雇用主に課し，
それが満たされていない場合に生じた事故については，雇用主が責任を負うべし，などと主張した。
委員会は公的な事故統計の収集をも勧告した。従来これは存在せず，委員会は，もし収集すれば悲惨
な数値が出るだろうと確信していた。
　付随的に，1846年委員会はナヴィゲーター達の生活実態をかなり知る結果となった。ピートーはナ
ヴィゲーター達には労組がなかったと証言しているし，他の証言もこれに矛盾していない。その代わ
りに疾病組合があり，これは，この粗野な人々の間で真の連帯感があったことを示している。委員会
の質疑には，アイルランド出身のカトリック・ナヴィゲーターに関する当時の人々の偏見が見られる。
一般的には，彼らは内縁関係を常とし，大酒飲みで喧嘩に強く，他人の果樹園や鶏小屋に勝手に出入
りし，偽造鋳貨使用の常習犯だ，などと考えられていた。委員会当時以前，ナヴィゲーターというの
は社会から追放された野蛮人と見なされていた時代もあったのだ。
（国家と鉄道：調査，議論と法制化，グラッドストーン，ピールおよびダルフージ）
　鉄道労働を強力な国家管理の下に置くべきだという上記委員会の意見は，鉄道規制一般，つまり鉄
道と国家という問題に関するそれまでの諸議論の一環である。
　L・M鉄道に当初課されていた制限は，第１に路線は万人に開かれること（今日では想定しにくいこ
とだが，線路を道路と同じように考え，誰がその上に貨車や客車を走らせてもよいということ），第２に運送を
鉄道会社が行う場合も第三者に使用させる場合も，貨物や旅客に課する料金の上限を明示すること，
第３に配当率の上限は10％とすること，であった。第３の制限は，運河会社には課されなかったもの
である。ところが，料金の上限は高く設定されたので，それを超えることが無く，実際上は無意味と
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なった。第１の制限も，機関車が登場すると，第三者が線路を使うことは現実的でなくなり，無意味
になっていた。こうして，1830年代と1840年代前半期には，鉄道会社運営にはこれという制限はなかっ
たのである。
　この自由に対しては，1836－37年の小規模な鉄道マニア期にすら，ロンドンデリー侯爵は上院で「投
下資本と利子を回収した後は，鉄道は公衆に返すべし」と論じ，鉄道を野放しにすることに批判的で
あった。ちなみに，この時代，貴族層は国家主義者になりやすかったのである。下院でも鉄道規制論
はあった。イプスウィッチ選出のJ. モリソン（James Morrison）は布地商出身の議員だったが，1836年に，
鉄道・運河の独占的性格を警戒し，配当率上限の規制，20年ごとに議会が運賃を決定する権限を保持
すべきこと，などを主張していた。
　1839年になって，議会は鉄道規制問題全般を検討する特別委員会を設置した。委員会は，鉄道会社
による鉄路の独占（上記の補注参照），鉄道資金調達のあり方，支出が常に見積もりを超過していること，
などを批判し，何らかの規制当局設置の必要性を議論し始めるとともに，もっと時間をかけて全ての
問題を検討すべし，と述べている。
　委員会は翌年にも再設置され，税，トンネル，電信，運河と運送船，平面交差（踏切など）と事故，
など多くの事柄を論じたが，結果としての勧告は，公的機関を設置して鉄道事業を点検し，鉄道諸法
の遵守を監督し，鉄道会社の内規を検分し，統計を収集すべし，というものだった。もっとも，この
公的機関に料金，配当，独占収入，合同などを調査させる意図は全くなかった。合同については前記
のモリソンが1840年に議論俎上に載せていたし，独占収入問題については委員会自身，1839年に，リー
ズ・セルビー（Leeds and Selby）鉄道の実際例をとりあげて，一応，検討している。しかし，この鉄
道独占の弊害はさほどのものではなかったし，鉄道史全体において顕著な独占収入の例がなかったこ
ともあり，委員会は公的機関による調査予定項目に入れなかったのである。
　委員会報告はセイモア（Lord Seymour）法（1840年）と，その修正法であるグラッドストーン法（1842
年）に結実した。もっとも従来から鉄道会社業務を監査するための聴聞権や，無視・違反の場合の懲
罰権は国にあったので，この２法は，３人で構成する商務院鉄道部局（the Railway Department of the 
Board of Trade）にこれら権限を集中することを決めただけだった。すなわち，旅客運送のための鉄
道はこの部局に予め通告しておかなければ開業できない，会社の内規はこの部局の認可を得なければ
ならない，当部局はいつでも会社に人を派遣して業務監査することが出来る，当部局は交通量や事故
に関する統計書を収集する義務を負う，等々が定められた。これらの法律は，旅客の立場に立って，
鉄道建設を効果的に統御するための基礎を築いたが，それ以上のものではなかった。鉄道部局メンバー
の一人であったS. レイン（Samuel Laing）は，1844年に「鉄道部局の仕事は，ほぼ完全に，旅客の安
全という観点からの規制に限定されていた」と述べている。より強度の，裁量を要する法項目が鉄道
会社に適用されたことはなかった。
　1844年２月に，その時は商務院総裁に昇進していたグラッドストーン（当時，33歳）が，委員会に
よる新たな鉄道事業調査を議会で提案した。その際，彼の念頭にあったのは競争と合同の問題であっ
た。これらの問題は，別の角度から，ハドソン，ハイシュ，グリン達の関心事でもあった。グラッド
ストーンは，自身，鉄道大株主で，父の代からの縁故もあり，鉄道情報には非常に通じていた。彼は
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なった。第１の制限も，機関車が登場すると，第三者が線路を使うことは現実的でなくなり，無意味
になっていた。こうして，1830年代と1840年代前半期には，鉄道会社運営にはこれという制限はなかっ
たのである。
　この自由に対しては，1836－37年の小規模な鉄道マニア期にすら，ロンドンデリー侯爵は上院で「投
下資本と利子を回収した後は，鉄道は公衆に返すべし」と論じ，鉄道を野放しにすることに批判的で
あった。ちなみに，この時代，貴族層は国家主義者になりやすかったのである。下院でも鉄道規制論
はあった。イプスウィッチ選出のJ. モリソン（James Morrison）は布地商出身の議員だったが，1836年に，
鉄道・運河の独占的性格を警戒し，配当率上限の規制，20年ごとに議会が運賃を決定する権限を保持
すべきこと，などを主張していた。
　1839年になって，議会は鉄道規制問題全般を検討する特別委員会を設置した。委員会は，鉄道会社
による鉄路の独占（上記の補注参照），鉄道資金調達のあり方，支出が常に見積もりを超過していること，
などを批判し，何らかの規制当局設置の必要性を議論し始めるとともに，もっと時間をかけて全ての
問題を検討すべし，と述べている。
　委員会は翌年にも再設置され，税，トンネル，電信，運河と運送船，平面交差（踏切など）と事故，
など多くの事柄を論じたが，結果としての勧告は，公的機関を設置して鉄道事業を点検し，鉄道諸法
の遵守を監督し，鉄道会社の内規を検分し，統計を収集すべし，というものだった。もっとも，この
公的機関に料金，配当，独占収入，合同などを調査させる意図は全くなかった。合同については前記
のモリソンが1840年に議論俎上に載せていたし，独占収入問題については委員会自身，1839年に，リー
ズ・セルビー（Leeds and Selby）鉄道の実際例をとりあげて，一応，検討している。しかし，この鉄
道独占の弊害はさほどのものではなかったし，鉄道史全体において顕著な独占収入の例がなかったこ
ともあり，委員会は公的機関による調査予定項目に入れなかったのである。
　委員会報告はセイモア（Lord Seymour）法（1840年）と，その修正法であるグラッドストーン法（1842
年）に結実した。もっとも従来から鉄道会社業務を監査するための聴聞権や，無視・違反の場合の懲
罰権は国にあったので，この２法は，３人で構成する商務院鉄道部局（the Railway Department of the 
Board of Trade）にこれら権限を集中することを決めただけだった。すなわち，旅客運送のための鉄
道はこの部局に予め通告しておかなければ開業できない，会社の内規はこの部局の認可を得なければ
ならない，当部局はいつでも会社に人を派遣して業務監査することが出来る，当部局は交通量や事故
に関する統計書を収集する義務を負う，等々が定められた。これらの法律は，旅客の立場に立って，
鉄道建設を効果的に統御するための基礎を築いたが，それ以上のものではなかった。鉄道部局メンバー
の一人であったS. レイン（Samuel Laing）は，1844年に「鉄道部局の仕事は，ほぼ完全に，旅客の安
全という観点からの規制に限定されていた」と述べている。より強度の，裁量を要する法項目が鉄道
会社に適用されたことはなかった。
　1844年２月に，その時は商務院総裁に昇進していたグラッドストーン（当時，33歳）が，委員会に
よる新たな鉄道事業調査を議会で提案した。その際，彼の念頭にあったのは競争と合同の問題であっ
た。これらの問題は，別の角度から，ハドソン，ハイシュ，グリン達の関心事でもあった。グラッド
ストーンは，自身，鉄道大株主で，父の代からの縁故もあり，鉄道情報には非常に通じていた。彼は
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前任のレインよりは遙かに遠慮なく問題に向き合ったし，議会はおよそ鉄道の既得権益的なものを一
切，認めてはならない，という考えであった。委員会（座長はグラッドストーン）は精力的に活動し，
グリン，ハドソン，レイン，マンチェスター・リーズ鉄道のロース大尉（Captain Laws），ブライトン
鉄道のR. ヒル（Rowland Hill），などの重要参考人から意見を聴取した。そして５ヶ月間に６次にわ
たる報告書を提出した。もろもろの問題点は座長のリードの下に，鉄道統制という中心問題と関連づ
けられ，看過されることがなかった。委員会はとりわけロースとヒルから，鉄道会社が絶えず運賃を
実験的に変更することによって，組織をあげていかに最大の収入を得ようと試みているかを学んだ。
ハドソンとソ－ンダース以外は，重要参考人のほぼ全てが，鉄道の国家統制が増大することには好意
的であった。ロースなどは直ちに鉄道を国有化すべしという意見であった。
　グラッドストーンは鉄道企業の一軍が，既得権益を守るための訓練された軍隊に成長する前に，と
熱心に活動し，彼の委員会の第６次報告が出される前の６月20日に法案を議会に提出した。しかし，
彼の熱意にも拘わらず，野心的な諸項目は，ピールの鉄道会社に対する約束によって，前もって保留
されていた。保留された諸項目は，鉄道企業が認可を受けてから15年経てば鉄道部局がその会社を買
い上げるか，または会社が連続して３年の間10％を超える利潤を上げている場合は，鉄道部局は会社
の全料金を改訂する権限を与えられ，改訂後は会社をほぼ全面管理に至るまで強力に統制してもよい
ことになっていた。ただし，1844年までに認可を受けた会社（全国の最も重要な路線2,000マイルを
掌握）は対象外とされていた。にも拘わらず，鉄道会社は頑強に法案に反対した。６月末にはハドソン，
グリン，ソーンダースに率いられた代表団が，5,000万ポンドの鉄道資本金を代表していると称して，
ピールとグラッドストーンに法案を先延ばしするよう嘆願した。ピールはそう簡単には引き下がらな
かった。疑いもなく，彼は，自らが法案の全体に関与することなく，グラッドストーンの方針を前もっ
て認可していたのだ。嘆願を拒否されて，代表団は態勢を立て直し，新聞や株主・議会議員たちへ送
付した文書などで，激しく法案を批判した。反論の内容は，鉄道企業が独占傾向をもつという認識は
おかしい，現実に諸会社の平均配当率が低いのは運賃が高くないことの証拠だ，これまでも政府は有
能な鉄道管理者ではなかった，中央集権は非イギリス的である，他の諸資産と同様，鉄道の株式も財
産である（財産権の不可侵），等である。
　７月半ばに鉄道部局内で何があったのかは不明だが，法案のドラスティックな諸項目は，第３読会
の前にグラッドストーン自身の手で手直しされた。ピールかグラッドストーンのいずれかが，鉄道勢
力の反対は彼らの手に余ると認識したからである。結局，前述の「15年経てば」は「21年経てば」に
置き換えられ，「改訂後の会社に対する政府統制の強化」云々の項目は消失した。また，鉄道部局に
よる料金改定も買い上げも，新たな立法なしでは行い得ぬことになった。そもそも，買い上げや料金
改定に関する項目そのものが愚策であったという他ない。
　有名な，ヴィクトリア朝の議会列車を生み出した法項目も，新規設立鉄道にしか適用されないこと
になった。この列車というのは「原則としてウィーク・デーには，路線ごとに少なくとも日に１本，
休憩を含み１時間最低12マイルの速さで，各駅停車の列車を走らせること：その場合，運賃は１マイ
ルあたり１ペニーを超えてはならず，３歳以下の子供は無料，３－12歳の子供は半額，重さ56ポンド
までの荷物は無料とする」というものだった。新規設立会社は，議会の承認がない限り，資本金額を
－50－
一ノ瀬　篤226
超える利付社債の発行を禁じられたが，既設会社は当該既発行社債を更に５年更新することが認めら
れた。その他，郵便運送について鉄道会社に有利となる項目，あるいは鉄道会社敷地内に電信設備を
整えやすくする項目などを含んでいた。
　会期の終わりに，この新法は国王の認可を受けた。グラッドストーンは1845年初めに商務院総裁を
辞任した。彼はその後の半世紀にわたって，しばしば，商業や金融に関する職権を掌握する立場に置
かれるが，再び大規模な鉄道立法を試みることはなかった。商務省を辞する前に彼は新法を管理すべ
く，院の鉄道部局を強化し，後継者のダルフージ卿（Lord Dalhousie）と４人の補佐役（当時の鉄道
界で「５人の王」と呼ばれた）に後事を託し，1845年の鉄道開設計画の洪水に取り組めるようにつと
めた。しかし，彼らは，建設認可法案提出以前にその内容の妥当性を精査する義務があったにも拘わ
らず，その権限は曖昧であった。５人の王は奮闘したが，１年以内に8,000マイルを超える新規建設
計画を精査するには無理があった。鉄道界は彼らに全面的な敵意を抱いており，鉄道部局報告の欠陥
探しに血道を上げた。５人の王は仕事過多だったために，彼らにつけいらせる隙もあった。自由放任
主義のジャーナリズム（Economist, Feb. 15, 1845）も「鉄道に関連する権限が政府に集中されるべき
ではない」として，５人の王を攻撃した。ピール首相の鉄道部局に対する姿勢も曖昧で，少なくとも
積極的に５人の王を援護することはなかった。結局，1845年６月に或る鉄道会社法案の審議を巡り，
鉄道部局はピールに見捨てられ（彼は議会で，鉄道部局に対して中立的〔むしろ距離を置く〕立場を
宣言した），実質上廃止された。商務院は引き続き鉄道に関わったが，議会に公的報告を行うことは
なくなり，５人の王も消滅した。
　もっとも，鉄道問題に関する調査と報告は1844－46年の期間，種々の形で，間断なく続いた。1846
年には，鉄道を監督するための政府部局が必要，とする２つの薄い報告書が出された。ダルフージの
鉄道部局が崩壊して１年以内のことである。この報告書作成の過程で，鉄道界の利害を体現するハド
ソンとダルフージの路線を継承する規制派のモリソンとの間で厳しい討論があった。論争の中軸は，
大陸では政府規制下にある鉄道が，ひとり英国でのみ野放し的に民間企業に委ねられていてよいのか，
という問題だった。結論は一応，モリソンの勝利に終わった。しかし８月下旬，議会は穀物法論争で
疲れ果て，多少は新しい自由放任思想の影響も受け，鉄道界からの威嚇や買収でよろめき，他方では
何かをする必要に迫られ，結局，権限の甚だ曖昧な鉄道委員会を組成する法案を通過させた。しかし，
予期されたとおり権限の曖昧な委員会は何をすることも出来ず，５年以内で活動を停止した。このエ
ピソードは，初期鉄道時代の終期頃における，当時の公衆の気分（public mind）の一断面をよく反映
している。
第10章　鉄，石炭，蒸気機関，工学技術
（鉄生産量：スコットランドの製鉄業：鉄道の影響）
　因果の両面で，鉄道は冶金技術および鉱業の発展と並行的だった。正確な統計数値を得ることは難
しいが，鉄生産量の増加趨勢は顕著だった。1830年に70万トン程度だった大ブリテンの鉄生産量は
1835年に100万トン，1840－41年頃には150万トン，その後数年やや低下したものの，1847－48年には
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超える利付社債の発行を禁じられたが，既設会社は当該既発行社債を更に５年更新することが認めら
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200万トンに達し，1853年には270万トンとなった（425頁にグラフあり）。当時，「生産過剰だ。やがて
生産量を引き下げねばならないだろう」という意見さえあった。
　このような悲観論の背後には，先立つ20年間にスコットランドの鉄産業が突然的に膨脹したこと，
同地の鉄鉱石による生産が維持できないのではないかという疑念があったこと，による。1830年のス
コットランドには27基の溶鉱炉しかなく，3.75万トンの銑鉄を生産していたに過ぎない。それが1847
年には89基，54万トンになっていた。この数値はブリテンの生産額の４分の１以上である。スコット
ランドの鉄産業は３つの基礎の上に成り立っていた。まず第一に地質学的には埋蔵量の限られた黒色
地層の鉄鉱石に依存していた。第二に技術面では，ニールソンが1828－29年に考案した熱風送法に依
拠していた（第５章参照）。1831年までにはラナークシャーの硬い裂炭を，はじめにコークスに転換す
るプロセスなしで，熱風炉に使用できることが確証されていた。スコットランドでは，これが大多数
の工場での方式となり，1833年までには１トンの銑鉄を生産するのに必要な石炭と融剤としての石灰
石は，従来に比べて３分の１に節約されていた。第三に商業面では，1836－46年のスコットランド産
業はイングランドと海外の市場に依存しており，満潮を利用して船で安価に鉄を運びうる利点があっ
た。1845年にはスコットランドの鉄生産量総計の約半分，翌年にはほぼ４分の３を，クライド湾から
船で運んでいた。
　1847年にはスコットランド，南ウェールズ，スタッフォードシャーの３地域で，全ブリテンの鉄生
産量200万トンのうち，160万トンが生産されていた。熱風送法は多くの地域で導入されていたが，そ
れがスコットランドほど異常な効果を上げた地域はなかった。これは各地で産する石炭の質によって
いる。
　他方，イングランド，ウェールズでは撹錬法（puddling）の改良に努力し，当初のコート（Cort）
のやり方では１トンの棒鉄を生産するのに２トンの銑鉄を要したのに対して，1840年代までには1.3
トン程度にまで節減し得ていた。J. ネイズミス（James Nasmyth）の蒸気ハンマー（1839年発明：炉
から出た鉄塊を棒鉄にする前に鉄板片に成型する装置）は，ちょうど実用化されつつあるところだっ
た。
　鉄に対しては国内からの巨大な需要に加えて，海外からも活発な需要があり，これが効率化を目指
すあらゆる努力に十分に報いをもたらした。フランスや合衆国が，イギリス製のレールを輸入して，
鉄道を敷設し始めた。1820年代には全生産量の10分の１が輸出されていたのだが，1847－48年には，
生産量が飛躍的に増加していたにもかかわらず，その４分の１以上が輸出に回っていた。国内でも鉄
道からの需要が製鉄業を左右していた。国内での鉄消費の変動は，鉄道建設の動向と十分に一致して
いた。新建設がなくても，鉄道からの需要は常に増大していた。つまり，レール・座鉄の重量は，連年，
増大していた。たとえば，1830－32年には１ヤード当たり32－33ポンドというのが，レールにとって
十分な重量とされていた。ところが1841年にはS・D鉄道のためにミドルスバラで73ポンドのレール
が製作されていたように，既設鉄路の改善が需要を生み出していた。レールと座鉄を合わせると，初
期のマイル当たり53.5トンに対して，1841年はマイル当たり156トンにもなる（単線の場合）。このベー
スで計算すると，1847－48年に新規にオープンした2,000マイルの新路線は，レールと座鉄だけで（側
線，操車場，二重軌道のそれらを含め），約40万トンの鉄を必要としたはずである。これに，車両，
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橋梁建設，停車場建設，囲いその他の雑施設のための需要を加え，さらに1846年12月末時点ですでに
開業していた3,000マイルの既設鉄道からの需要を合計すると，大ブリテンでこの２年間，鉄道会社
が国内で300万トン弱という鉄需要シェアを保っていたことが理解できる。
（製鉄業の企業規模）
　製鉄業の企業規模の成長については，生産量，雇用人員，年間資本回転量のどの角度からも，包括
的な計数は得られない。溶鉱関連の数値だけが一般的趨勢を示唆するものとして利用できる。送風式
溶鉱炉はサイズ，効率，生産量のいずれにおいても成長していた。南ウェールズでは1839－40年の溶
鉱炉１基あたりの週生産量が80トン以下というのは稀だった。またスコットランドの場合を例にとる
と，1838年の１基あたり生産量は70トン，１企業当たりの保有炉数もほぼ４基となっている。 1847
年には大ブリテン全体で433の炉が稼働しており（運転休止中のものを含めると623），200万トンの銑
鉄を生産していたが，これは１炉あたり１週90トン以上の生産量を意味している。同年のスコットラ
ンドのみの数値は１基あたり120トン以上と推計できるが，これはスコットランドが技術的に先進地
域で，新式の設備が用いられていたからだろう。この年，どれだけの数の企業が上記の炉を支配して
いたかは不明だが，おそらくその数は175－200程度と思われる。
　その頃までは，４つ以上の溶鉱炉を持っている企業は稀だった。1823年にダウレイス（Dowlais：
ウェールズの村。この村に設立された The Dowlais Iron Company を指すこともある。J. J. ゲスト〔J. J. Guest〕の指
導下に，この頃から全国製鉄業の中心地としての評価を受けていた）が８基保有していたが，これは例外中
の例外である。1846年になっても，10基を越える溶鉱炉を保有している企業は，未だ稀であった（こ
の頃，ダウレイスは18基）。
　製鉄業は変動の激しい厳しい業種だった。とりわけ，異なった地域間の競争が熾烈だった。新たな
動きに立ち遅れた地域では，たくさんの炉が稼働しておらず，小規模で限界的な企業は消滅の瀬戸際
に立たされていた。商業不況の1847年を例にとると，衰退的な北ウェールズでは休炉の方が稼働炉よ
り多く，南スタッフォードシャーでは62％が休炉であった。他方，スコットランドでは休炉数は全体
の31％，南ウェールズでは22％にすぎなかった。
　さて上記の諸事情を考慮すると，1847年頃の大ブリテン１企業当たり平均保有炉数は3.5基，製鉄
企業数は177，１企業当たりの１年当たり産出額は平均11,300トンと推計してよいだろう。
（石炭産出量）
　石炭消費量の増加は，すべての点で鉄消費量の増加と密接に関連しているが，その量的な確定は，
種々の理由から鉄の場合より難しい。1854年に初めて公的な統計が収集されたとき，大ブリテンは
6,450万トンの石炭を産出していた。しかし僅か２年前の或る推計ではそれは3,400万トンとされてい
た。ただし，別の推計では5,000万トンを超えている。1840年代に関する二つの推計は各々3,460万トン，
3,600万トンとなっている。生産は1846－47年と1852年の間に急上昇しているはずである。ほぼ完成
した鉄道システムが稼働し始めたこと，および工業部面への蒸気機関の導入が全面的に効果を発揮し
始めたからである。とはいえ，生産増加の度合いは戦争終結後の40年間を通じて，比較的なだらかで
あった。家庭内での消費，工業における蒸気産出のための需要，輸出需要，および1830年以降の運輸
向け需要は，各々，人口の増加速度以上に増大していたが，急激な増加は1840年代後半の巨大な鉄道
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システムの始動によってはじめて生じたのである。精錬業においては熱風炉の導入による銑鉄生産の
効率化が石炭使用量を或る程度節約したが，他面ではとくに鉄道レール生産のために撹錬炉が普及し
たことが，需要拡大の重要要素となった。仮に大ブリテンにおける1816年の石炭生産量を1,600万ト
ンとすると，1826年2,100万トン，1836年3,000万トン，1846年4,400万トン，そして1856年6,500万トン，
というのが妥当な数値であろう。
　ブリテンの鉄生産量が200万トンに達したのは1847年だが，その年，製錬業だけで800万トンの石炭
を消費したと推計されている。最良の熱風炉は１トンの鉄を生産するのにせいぜい４トンの石炭を消
費したのに対して，多くの冷風炉の燃費効率は遙かに悪かった。冶金業全体におけるその他の工程で
も，燃料費用はかなり高く，結局，1840年代後半期をとれば，少なくとも石炭生産量の４分の１が冶
金業で消費されたと推計できる。石炭がその他の諸用途にどのように配分されたかは不明だが，同時
代のD. ラードナー（Dionysius Lardner）は，1849年６月末までの１年間に，75万トンが機関車のため
に消費されたと推計している。
（採炭技術の進歩：深層坑道）
　石炭採掘の形態であるが，鉱業技術は19世紀第１四半期末頃，他のどのような技術分野にも負けな
いだけの伝統を有しており，すでに深さ1,000フィートを超える竪坑を掘る技術を習得していた。し
かし，南ウェールズをはじめ，自然条件に規定されて，沿層坑道（drift）や水平坑道（level），ある
いは採石場のような青空採掘場（open-workings）も多く残存していた。グラモーガンやモンマスの谷
では，自然の地形から青空採掘場や水平坑道が特に多かった。鉱業における児童労働が調査された
1841－42年には，この地方では垂直坑道よりも水平坑道の方が多いと報告されている。
　タイン・ウィア地方以外の炭田では，旧式の浅い坑道が数多くあった。炭坑における児童労働に関
する報告ではじめて政府刊行物に採り入れられた或るラフなスケッチによると，こういう炭坑では，
板切れか棒杭にまたがった少年と少女が，互いに向き合ってロープにつかまり，地上では老女がその
ロープをハンドルで巻き上げている，という具合であった。このような粗野なやり方，或いはそれに
毛の生えた程度の改良（馬力や小型蒸気機関が老女に代わるだけ）を施しただけのやり方が，ヨーク
シャー，ダービーシャー，スタッフォードシャー，サマーセットシャーなどでは全くありふれていた。
　しかし，ウェールズを別とすれば，この国を真に動かしていたのは，もっと深い坑道からの石炭だっ
た。1854年にはノーサンバーランドとダラムの炭田がイングランドの石炭産出量の４分の１以上を占
めていたが，この地方は深い坑道を有する地方だった。すでに1830年代初期に，モンクウィアマウス
（Monkwearmouth）では1,590フィートの深さまで掘り下げていた。もっともこの深度は例外的である。
ダラムまで鉄道が開通したことが石炭業の驚異的で持続的な発展をもたらした。新炭坑を立ち上げる
ための費用は当時としては莫大であった。その最適例は1838－43年のマートン（Murton）炭坑だろう。
３つの竪坑が掘られ，1,483フィートの深度でハットン層（Hutton seam）を掘り当てるまでに25万ポ
ンドから40万ポンドの資金を費やしたと言われる。
　タインサイド，とくにその北岸は，1830年代にはダラムほど活気が無く，古くからの有名な炭田は
沈滞気味だった。しかし，40年代になると作業方法の改善，および蒸気機関用の世界的な需要増加の
ために，この地方の炭田も復活したばかりか，新たな坑道の掘削も始まった。ランカシャーは1850年
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代に南ウェールズやスコットランドよりも多くの石炭を産し，おそらく30年代，40年代には北部大炭
田（great Northern field）に次ぐ位置にあったが，ここでも主として新規でより深い坑道に依存するよ
うになっていた。30年代初頭でもランカシャー炭の大部分は100フィートより深い炭層から掘り出さ
れていたが，30年代の終わり頃から，大々的な深層掘り下げが始まった。ペンドルトン（Pendleton）
では1838－40年間に1,392フィートまで掘り下げられ，１日に1,000トンをマンチェスターまで運ぶ方
式が確立された。
　ヨークシャーは他の地方ほど深く掘る必要はなかったが，しかし同地方での消費や輸出需要に対応
するには青空採掘場だけでは当然足りなかった。1819年においてさえ，シェフィールドでは平均300
ないし400フィートの坑道から石炭を取り出していた。1840年代になると，最大のオークス（Oaks）
炭鉱では848フィートまで掘り下げられていた。南スタッフォードシャーでは，従来，比較的浅く小
規模な坑道を経由して10ヤードにおよぶ炭層から密度の高い石炭を確保していたのだが，1840年頃に
なると，1,000フィート近くまで掘れば，赤い砂岩層の下に（それまではこの層以下には石炭はない
と考えられていた）密度の高い石炭が得られることが分かっていた。南ウェールズでは，まだその必
要はさほどではなかったが，必要となればやはり深く掘削していた。スコットランド最深の坑道は，
ペイズリー（Paisley）近くにあり，ヴィクトリア期坑道と呼ばれる数多くの坑道の一つで，1840年
頃には深さ1,000フィートほどだった。イングランドでは遙かに深い坑道があり，北スタッフォード
シャーのエイプデイル（Apedale）坑道は30年代においてさえ，2,100フィートの深さであった。
　巻き揚げと換気：このような深い地層に至る掘削は，30年代における採鉱技術の進歩がなければ不
可能であり，それはとりわけノーサンバーランドとダラムの専門家に負っていた。1840年頃までは，
巻き揚げエンジンは20ないし30馬力という小規模なものだった。モンクウィアマウスの重要炭鉱でさ
え66馬力で，１回に36ハンドレッドウェイト（約1.5トン）を巻き揚げたにすぎない。1840年以降に公
衆が知ったことだが，スコットランドのいくつかの炭鉱では，巻き上げ機を用いず，女性が背中に石
炭を背負って，信じがたい距離をはしごで登って運んでいた。40年代になって初めて，ランカシャー
や北部炭田で，100ないし175馬力のエンジンが登場したのだ。20年代から30年代初めの小規模な巻き
揚げエンジンの場合，エンジン機には麻の太綱がつながれ，この先に石炭が，榛の枝で編んだ大きな
篭に入れられて，ぶらぶらと巻き上げられていた。成人男子鉱夫もケーブルに付けられた綱の輪に片
脚を入れ，元気の良い少年達も手と膝でケーブルにつかまって，同様に，引き揚げられていた。金属
製の運搬容器で石炭を運ぶやり方は，ヨークシャーの浅い坑道では1830年以前にも行われてはいたが，
深い坑道に適した方法が真に編み出されたのは，1834－35年にかけてのことである。２段式の金属篭
に，鉄製の桶に入った石炭を積み込むという方式で，鉱夫達もこの篭に詰め込まれた。篭には，鉄製
の線路を円滑に上下できるよう，現行の方式同様，滑り金が取り付けられていた。この巻き揚げ機の
導入は，当然，鋼索の発明と結びついており，イングランドでは1834年にA. スミス（Andrew Smith）
によって特許が取られている。強力な巻き揚げ機に改良された鋼索が結びつけられ，1849年のモンク
ウィアマウスでは，４トンを超える石炭が1,716フィートの深さから65秒で引き揚げられていた。
　深層の掘削が急進展していたのに，換気については進歩・改良が遅れていた。1840年代半ば頃まで
は，坑道の深い北部炭田で，排気竪坑の底部に大きな炉を据えて，通気を良くする方法が採られてい
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なると，1,000フィート近くまで掘れば，赤い砂岩層の下に（それまではこの層以下には石炭はない
と考えられていた）密度の高い石炭が得られることが分かっていた。南ウェールズでは，まだその必
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頃には深さ1,000フィートほどだった。イングランドでは遙かに深い坑道があり，北スタッフォード
シャーのエイプデイル（Apedale）坑道は30年代においてさえ，2,100フィートの深さであった。
　巻き揚げと換気：このような深い地層に至る掘削は，30年代における採鉱技術の進歩がなければ不
可能であり，それはとりわけノーサンバーランドとダラムの専門家に負っていた。1840年頃までは，
巻き揚げエンジンは20ないし30馬力という小規模なものだった。モンクウィアマウスの重要炭鉱でさ
え66馬力で，１回に36ハンドレッドウェイト（約1.5トン）を巻き揚げたにすぎない。1840年以降に公
衆が知ったことだが，スコットランドのいくつかの炭鉱では，巻き上げ機を用いず，女性が背中に石
炭を背負って，信じがたい距離をはしごで登って運んでいた。40年代になって初めて，ランカシャー
や北部炭田で，100ないし175馬力のエンジンが登場したのだ。20年代から30年代初めの小規模な巻き
揚げエンジンの場合，エンジン機には麻の太綱がつながれ，この先に石炭が，榛の枝で編んだ大きな
篭に入れられて，ぶらぶらと巻き上げられていた。成人男子鉱夫もケーブルに付けられた綱の輪に片
脚を入れ，元気の良い少年達も手と膝でケーブルにつかまって，同様に，引き揚げられていた。金属
製の運搬容器で石炭を運ぶやり方は，ヨークシャーの浅い坑道では1830年以前にも行われてはいたが，
深い坑道に適した方法が真に編み出されたのは，1834－35年にかけてのことである。２段式の金属篭
に，鉄製の桶に入った石炭を積み込むという方式で，鉱夫達もこの篭に詰め込まれた。篭には，鉄製
の線路を円滑に上下できるよう，現行の方式同様，滑り金が取り付けられていた。この巻き揚げ機の
導入は，当然，鋼索の発明と結びついており，イングランドでは1834年にA. スミス（Andrew Smith）
によって特許が取られている。強力な巻き揚げ機に改良された鋼索が結びつけられ，1849年のモンク
ウィアマウスでは，４トンを超える石炭が1,716フィートの深さから65秒で引き揚げられていた。
　深層の掘削が急進展していたのに，換気については進歩・改良が遅れていた。1840年代半ば頃まで
は，坑道の深い北部炭田で，排気竪坑の底部に大きな炉を据えて，通気を良くする方法が採られてい
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たのが最も進んだ方式と言える程度で，その他の地方は，概して遅れていた。炉を据え付ける上記の
方法も，気まぐれな気象条件に規定されて排気竪坑と入気竪坑が勝手に入れ替わってしまったり，炉
への新鮮な入気が円滑に行かない場合，爆発を引き起こす可能性があるなど，危険性を含む粗野な方
法であった。他の方法による換気問題解決への決定的前進は1849年以降のことである。
（蒸気船と鉄船）
　蒸気船用の石炭需要増加は緩慢だった。1847年には，ブリテンで登録されている商業用船舶の総
トン数は300万トンだったが，このうち蒸気船は924隻で，合計トン数11.6万トンだった。ちなみに，
1847年の蒸気船の平均船腹量は125.5トンに過ぎなかった。チーズ，バターの取引は専ら蒸気船が担っ
ていたことが物語っているように，蒸気船発展史には特異な点があった。蒸気船はそれまでも当時も，
河川運送，狭い海域内の郵便・小荷物運送に役割が限定されていたのだ。
　鉄船の進歩は蒸気船のそれより更に緩慢だった。コート達による，錬鉄を圧延して板金等を作る
方法の完成は，その可能性を与えていたのだが，鉄船への実用化は遙かに遅れた。わずかに1822年，
A. マンビー（Aaron Manby）がティプトン（Tipton）で鉄製の蒸気船を造り，C. ネーピア卿（Charles 
Napier：後の海軍大将）の協力を得て，テームズ下りとフランスのセーヌ川遡りを実現したのが目立
つ程度である。1830年になって，フォース・クライド運河（Forth and Clyde canal）の評議会が，鉄道
の脅威に対抗するための知恵を借りようと，マンチェスターからW. フェアバーン（William Fairbairn）
を招請した。彼は鉄製の蒸気船建造を答申し，２隻ないし３隻の船尾外輪船（stern-wheelers）を作り，
アーウェル運河（Irwell Navigation）を下るのに成功した。フェアバーンは本格的に鉄船建造に乗り
出す決意を固め，1835年にミルウォール（Millwall）に工場を建設した。クライド方面ではR. ネーピ
ア（Robert Napier）が鉄船建造を始め，1839－40年に成果を出した。1846年には，のちにテームズ鉄
工所となる企業が設立され，1858年に初の甲鉄艦を作り出した。1847－48年にはブリストルのパター
ソン社（Patersons of Bristol）が鉄製で1,200馬力のグレート・ブリテン号（the Great Britain）を作成し
た。これらが初期鉄船の著名な例である。
　とはいえ，1847年時点では鉄船は余りにも稀少で世間の理解も乏しかった。海軍本部が最初の大型
鉄船バーケンヘッド号（the Birkenhead）を用い始めてからまだ２年も経っていなかった。ペニンシュ
ラ ・ーアンド・オリエンタル社（同社が鉄船でおさめた成功が鉄船製造を確立するのに最大の力となっ
た）もまだ創立後５年を経てはいなかった。同社の取締役B. G. ウィルコックス（B. G. Willcox）は，
1844年に議会の特別委員会で「やがて殆ど全ての蒸気船が鉄製になるだろう」と述べている。彼は，
鉄製艦が非常に耐久性に優れ，価格も第一級の樫材で作られた船より10ないし15％安いことを知って
いたので，そういう予測が出来たのだった。
　1844年から1848年にかけて両院は，航海法廃止との関連で，ブリテンの商業海運の現状と見通しに
ついて広範な調査を行った。しかし鉄船建造者や船舶用エンジン製造者は全く調査対象になっていな
かった。もっとも，何千頁にもおよぶ証言集の中には，今まで述べたものを別としても，蒸気機関と
鉄船に関する２，３の証言が見られる。テームズの大造船業者であるM. ウィグラム（Money Wigram）
が，鉄のプロペラ船の建造は決定的に有利であり，大ブリテンでは鉄建造物は他のどの国におけるよ
りも安価である，と述べているのは重要である。しかし，当時，木製帆船が主流であったことを反映
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して，主たる議論は樫材のコスト，船大工の労働，北米植民地の粗悪建造船との競争，合衆国の性能
の良い高速帆船，等の問題に終始していた。
（原動力としての蒸気：繊維産業）
　1834－35年の或る調査によると，綿工業では３万馬力の蒸気機関，１万馬力の水力を用いていた。
前者の使用は殆ど，産業集中の進んだランカシャー，チェシャーおよびグラスゴー地域に限られてい
た。３万馬力の内訳は，前２地域で2.5万馬力，グラスゴーで0.3万馬力と考えて良い。1838年までに
は前２地域だけでも，さらに1.5万馬力がこれに加わった。1850年（この前年に包括的な工場統計が
刊行されている）には7.1万馬力の蒸気，1.1万馬力の水力が，大ブリテン全体で用いられていた。こ
の動力が1,800の綿工場で均等に用いられていたとすると，１工場平均は45.5馬力となる。この頃はま
だ，１工場当たりの使用動力も国全体の使用動力総計も，ともに貧弱だったことは明らかである（対
照のために1907年における，アイルランドを含む全国の綿工業使用動力量を示すと，約124万馬力で，
これは蒸気，水力，僅かばかりの電力を含んでいる）。
　他の繊維産業は当時，3.4万馬力の蒸気と1.3万馬力の水力を用いていた。イングランドとウェール
ズの羊毛業では水力が全動力の３分の１以上を占めていたし，揺籃期のスコットランド羊毛業では水
力が全体の３分の２程度であった。もっとも，羊毛業を地域的にほぼ独占していたヨークシャーの西
ライディングでは，蒸気9,900馬力に対して水力1,600馬力という配分になっている。この地方では１
工場当たりの平均動力は蒸気と水を併せて23馬力を超えていたが，羊毛産業全体でのその数値（1857
年）は14.6馬力にすぎなかった。ブリテン全体の羊毛産業をとれば，１製造業者当たりの平均動力は
10馬力以下だっただろう。それでも繊維産業（もちろん，綿を含む）は19世紀第２四半期においては
動力の大口使用者だった。
　他産業：似たような事情は，乏しい資料からわずかに窺える他産業の状況から，いっそう明瞭になる。
1835－38年間にランカシャーとチェシャーの綿工場で1.5万馬力の動力が使用されていたのに対して，
この高度に工業化が進んだ地方でさえ，他産業での使用動力は全体を合計しても2,036馬力にすぎな
かった。1838年のバーミンガムは，人口が約17万5000人だったが，240機のエンジンを保有し，その
動力は3,595馬力だった。そのうち2,155馬力が同地の主要産業である金属工業で使用されていた。
　新時代の動力を全く，もしくは殆ど導入していなかった産業も看過できない。適例は製粉業である。
1816年に，或る専門家は「この30年間，製粉業ほど技術改良のなかった業種は知らない」と述べてい
るし，その後30年間も目立った改善はなかった。改善はあっても，単に風車のそれであった。ロンド
ンのアルビオン製粉場が嚆矢となった蒸気力による製粉も，1801年に南ランカシャー，1817年にリヴァ
プールなどで採用されてはいたものの，一般的には，工業地域である西ライディングですら，未だに，
人々は古くからの司法管区権（soke rights：特定製粉場でのみ製粉をさせる等の権利で司法管区ごとに国王
や荘園が保有していた）の撤廃を求めて戦っているような有様だった。リーズは1838年になって漸く，
旧来からの国王製粉場の権利を買い取り，ウェークフィールドが1843年にそれに続いた。大都市では
司法管区権はほぼ有名無実化してはいたが，形が残っていたということは，いかに製粉に関する旧来
の権利が強靱であったかを物語る。
　木工業では，戦時におけるベンサム，モーズリー，ブルネル等の輝かしい発明にも拘わらず，機械
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して，主たる議論は樫材のコスト，船大工の労働，北米植民地の粗悪建造船との競争，合衆国の性能
の良い高速帆船，等の問題に終始していた。
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ンのアルビオン製粉場が嚆矢となった蒸気力による製粉も，1801年に南ランカシャー，1817年にリヴァ
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や荘園が保有していた）の撤廃を求めて戦っているような有様だった。リーズは1838年になって漸く，
旧来からの国王製粉場の権利を買い取り，ウェークフィールドが1843年にそれに続いた。大都市では
司法管区権はほぼ有名無実化してはいたが，形が残っていたということは，いかに製粉に関する旧来
の権利が強靱であったかを物語る。
　木工業では，戦時におけるベンサム，モーズリー，ブルネル等の輝かしい発明にも拘わらず，機械
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は僅かに使用されたにすぎず，動力の使用も製粉業以下であった。
　農業：蒸気エンジンを使用するスコットランド型の工場式農場は非常に緩慢にしか進展しなかった。
或る信頼すべき証人は，1843年に「わが国農業ではまだ，蒸気エンジンのようなものを殆ど使ってい
ない」と述べている。1842年には，持ち運び可能な移動式エンジン（locomotive engine）を脱穀に応
用する発明が王立農業学会の賞を獲得していたのに，農業における蒸気機関の実用化は，一般的に遅々
としていた。ただし，沼沢地の排水作業は例外で，J. グリン（Joseph Glynn）が1838年に先立つ８な
いし10年間に９万エーカーの処理に成功していた。排水作業における蒸気エンジンの長所は，馬力数
が少なくても排水処理がうまく行くことであった。たとえばリトルポ－ト沼地（Littleport Fen）辺り
で用いられていた75基の風車に代替するのに，グリンは僅かに各々 30馬力と80馬力の２基の蒸気エ
ンジンを設置しただけで済んだ。上記９万エーカーを処理するのに，彼は620馬力の蒸気エンジンを
使用しただけであった。もっとも1846－47年ごろまでは，風車もまだ各地で大いに用いられていた。
（機械工学と機械製造）
　1820年代に機械技術者たちは諸種の道具をほぼ確保しつつあったが，作業の導きの糸となる精密な
器具を欠いたままであった。計測のための器具としては，物差し，カリパス（測計両脚器），直定規
しかなかった。はめ込み作業は，全て個々人に委ねられていた。1830年頃，マンチェスターのロバー
ツは，自動ミュール紡績機への需要増大に直面し，その複製を作る必要から，部品生産のための標準
型版をはじめて創り出した。1833年には，モーズリーの弟子の一人であるJ. ホイットワース（Joseph 
Whitworth）が，計測方法を完成させるための，また工学に絶対的な精密性を導入するための，作業
を開始した。工夫の中心は，後に彼の名前が冠されることとなるゲージ（ホイットワース・ゲージ）
の利用であった。しかし，この作業は長くかかり，1846－47年時点では完成していなかった。1851年
の大博覧会においても彼の研究は「機械の寸法とはめ込みにおける標準化を保証するもので，特にネ
ジに関しての貢献が著しい」と高く評価されているが，普及はなかなかであった。
　しかし，ロバーツやホイットワースの生み出した技術の影響を受けて，旧来の木製部分を主体とす
る機械製作企業は新しい金属機械の専門家に転化していた。綿工業用の機械における適例は，1790
年に発足したマンチェスターのギャロウェイズ（Galloways of Manchester）であろう。同会社は当初，
木製水車のギア製造に携っていたのだが，1830－40年代には主としてボイラーに注力するようになり，
それ以来今日まで，ボイラー業界にその名を刻している。新興企業では1821年にH. プラット（Henry 
Platt）がオルダムで梳毛機のメーカーとして出発し，９年後にはメイサー兄弟（William and Collin 
Mather）と提携して，鉄輪を製作するようになった。また19世紀後半の大綿織機メーカーの一つとなっ
たホール商会（R. Hall and Sons）は，1844年にベリー（Bury）でR. ホール（Robert Hall）によって創
設された。鉄道は当然のことながら，機関車産業を生み出したし，旧来諸業の機関車産業への転換を
もたらした。スティーヴンソンが一時関与したニュートン・ル・ウィローズ（Newton-le-Willows）のヴァ
ルカン鋳造所（the Vulcan foundry）や，ロバーツの関与したシャープ・ロバーツ商会（Sharp Roberts 
and Co.）などが代表的である。
（工学企業の規模）
　工学が近代的な形を整え始めてからまだ十分な時間が経過しておらず，1846－47年頃に工学産業が
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雇用していた推計４万ないし４万5000人の成人・少年の数は，当産業が豊富な雇用機会を提供して
いなかったことを物語る。1851年のセンサスは，イングランドにおける677の「エンジン及び機械製
造」企業について，次のような雇用数値を挙げている：457企業が雇用数10人未満，147企業が10－39
人，39企業が40－99人，９企業が100－199人，８企業が200－299人，３企業が300－349人，そして14
企業が350人以上。他方，当時，113の綿企業，34の羊毛企業（ウールとウーステッドの両者）が350
人以上を雇用していた。ただし，まさにこの頃，工学産業が非常に急速な発展過程にあったことは銘
記されねばならない。たとえば前記のホイットワースの会社は1844年には172人しか雇用していなかっ
たが，その数値は10年後には636人に膨張している。同時期におけるJ. キットソン（James Kitson）の
機関車製造企業の成長ぶりもほぼ同様であった。機械技師たちは1846－47年頃には，これから世界を
ひっくり返す準備段階にあったと言える。
第11章　農業
（基本構造の変化は緩慢：農園の規模）
　1850年頃までの20年間ほど，農業基本構造の変化は緩慢であり，それは農場の規模と農業労働者数
の推移に表れている。1831年センサスでは大ブリテン全体で27万5000の家族が農業に従事しており，
そのうち47.3％が農業労働者を雇用していなかった。1851年センサスの対応数値はそれぞれ，28万
6000家族，44.7％となっている。両統計の構成項目の対応関係は十分ではないが，概括的には現実の
事態を正しく反映していると判断してよい。要するにこの20年間における農業の基本構造は，余り変
化していないのである。
　農園の規模という角度から見れば，1851年センサスは「大ブリテンの全農場の３分の２が100エー
カー未満であり，平均面積は102エーカー」と述べている。イングランドとウェールズの平均値は111
エーカー，スコットランドのそれは74エーカーとされている。もっとも，ウェールズとヨークシャー
では10分の７が，またランカシャーとチェシャーではほぼ10分の９が100エーカー未満であった。こ
れに対し，南ミッドランドでは100エーカー未満は全体の半分以下であった。南ミッドランドでも，バッ
キンガムシャーでは，1,810農場のうち872が100ないし300エーカーのグループに属し，300エーカー
以上は229となっていた。バッキンガムシャーはオックスフォード（100エーカー未満がほぼ60％）を
別とすれば，南ミッドランドの代表的な地方と言える。ランカシャーは15,450農場の内，150エーカー
を超えるのは600未満であり，ほぼ10,500農場が40エーカー以下であった。スコットランドは1,000エー
カー以上が360農場，100エーカー以下の農場が44,469であった。これに対応するイングランドの数値
は，それぞれ771と142,358である。
　少数の大農場が広大な農地を支配する傾向は，既に1830年以前に定着していたが，1851年にはそれ
が初めて明白に開示されたのだ。イングランドとウェールズの2,470万エーカーの農地のうち３分の
１以上（882.1万エーカー）を200－500エーカー規模の農場が，ほぼ６分の１（395.4万エーカー）を
500エーカー以上の農場が，そして４分の１以上（655.6万エーカー）を100－200エーカー規模の農場
が保有していた。４分の１をかなり下回る残余面積（534.5万エーカー）を，その数14万2358におよ
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ぶ100エーカー未満の農場が保有していた。したがって，農場面積平均値111エーカーというのは，さ
ほど意味ある数値ではない。少数農場が広範な農地を支配する傾向は決して新規のものではなかっ
た。つまり，この20年間，農地の大規模化運動は緩慢だった。
（農業労働者数と住み込み〔living in〕労働者の数）
　1831年センサスのために収集された大ざっぱな雇用統計によると，農地を保有し耕作している家計
１戸あたりには，2.5世帯の労働者家族が含まれていた（農場主が農業労働者家族を雇用しているというこ
と）。1851年センサスによれば，総農場数は28万6000，総農業労働者数は屋外労働者と住み込み使用
人（英語はindoor farm servantsとなっているが，本項目の小見出し〔living in〕および叙述内容を見ると，「屋内」
よりは「住み込み」が適切だろう）を併せて144万2000人となっており，１農場当たりの雇用労働者数は
５人となる。もし１労働者家族のうち父と子供１人が農業に従事するとすれば，1831年の１農場当た
り労働者家族2.5世帯という比率も，20年間不変に維持されたことになる。それほどに，この20年間，
基本構造は変わらなかったのだ。ちなみに農業での男性住み込み使用人数も，減っているとは見えな
い。住み込み使用人は馬丁，御者，屋内召使いなどを含むが，多くは実際の農業従事者であった。大
まかには連合王国全体について言えば，１農場当たり１人の男性住み込み使用人がいた。
（囲い込み）
　囲い込みは，1830年までにほぼ終了していた。その後の囲い込み面積は，それまでと比べると僅少
だった。たとえばミドルセックス（ロンドンの西部・北部に隣接する州）で800エーカー，ケントで2,200
エーカーがその後の議会の法律で囲い込まれたに過ぎない。耕作可能な土地が，囲い込まれないまま，
豊富に残っているという地方はなかった。ただし，ヨークシャー，オックスフォード，バークシャー，
ケンブリッジなどでは，残っている土地がかなりあり，その中心は湿原髙地だった。1844－45年にか
けての新たな立法によって，16万エーカーほどが囲い込まれた。囲い込み地の平均面積は小規模で
600エーカーほどだったが，上記の湿原高地を含む大規模なものもあった。中には相当大規模な開放
耕地の囲い込みもあった。こうして，ケンブリッジの場合，その20年前には非常に多く存在した未囲
い込みの開放耕地が，1847年には僅か半ダースほどに減少していた。
（物価と農業技術の前進）
　初期鉄道時代が始まった時，イングランドの農村地帯に覆い被さっていた経済上の暗雲はその後５
年間深刻化し，この時代が終わる頃，最悪の状況だった。小麦価格は1830年の年平均62シリング
４１２ペンスから，1835年には38シリング１
１
２ペンスに漸落していた。羊毛は逆に僅かに上昇気味だっ
たが，バター，牛肉，それに小麦以外の穀物も，すべて小麦価格同様の趨勢であった。小麦価格はそ
の後1836年から39年にかけて上昇傾向を示したが，その後再び下落に転じ，穀物法廃止（1846年）の
前年２月には45シリングほどであった。1846，1847の両年には，アイルランドの飢饉（1847年）もあ
り，激しい上下変動（週平均の最低値は47シリング台，最高値は102シリング台）があったが，47年
末には53シリングになっており，そこから再び漸次的低下に向かって，1851年には平均値40シリング
を切った。これを相殺するだけの羊毛，バター，牛肉の価格上昇もなかった。
　この間の広義農業技術の進展状況を見ると，まずノーフォークのコーク（Coke of Norfolk）の努力
によって，サウスダウン種の羊と短角牛が漸次的に全国に浸透していった。コークは砂地を小麦栽培
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に合うような泥炭土に変えることにも努力していた。コークやケンブリッジ州のJ・ウェッブ（Jonas 
Webb）の努力によって，1815年から1845年の間に，上記二種の家畜は従来の角のあるウィルトシャー
種羊や長角牛をほぼ完全に駆逐してしまった。冬越しのきかない従来の蕪に加えて，霜に強いスエー
デン種の蕪やマングル・ウオーザル種（mangel-wurzel）の大根が栽培されるようになった。
（施肥と排水）
　不況の深刻化の結果，活動的な精神の持ち主は施肥の仕方に注意を向けるようになった。骨粉の使
用は1840年までに一般化し，1844年のウィルトシャーでは「測りしれぬ価値がある」と評されている。
油かすはハンバー地方（ヨークシャー，リンカーン，ノッティンガム）では定着していたが，他の地
方では専門家しか知らなかった。硝酸ナトリウムも試みられていたが，或る地方では大成功，或る地
方では1845年までに見限られていた。グアノの効用も1840年代には知られるようになり，G. ベンティ
ンック卿（Lord George Bentinck）が1846年の議会で，その効用について誇大宣伝的な演説をしたほど
であった。J. ローウィス（John Lawes）は1842年に，糞石から無機過燐酸塩を製造する特許を取得し，
翌年からデットフォード（Deptford）で生産を開始した。この年に彼はローサムステッド（Rothamsted）
に研究所を設立して，彼の農業研究を恒久化する礎を築いた。過燐酸塩は40年代後半になると使用さ
れはじめ，ローサムステッドの研究所は注意を喚起していたが，まだ真に定着した状況ではなかった。
イギリスに関しては，J. リービッヒ（Justus Liebig）の書物『有機化学：その農業および生理学への応用』
（Organic Chemistry in its applications to Agriculture and Physiology, 1840）が農業化学の基礎を築いたの
だが，そこから得られた知識もしばしば誤用された。リービッヒの見解自体にも批判に耐え得ぬ部分
があり，そういう場合，無学な農場主達が旧来の知識や迷信に固執するのも無理からぬ所があった。
　したがって，新しい肥料の知識は，賢明に適用された場合であれ誤って適用された場合であれ，少
数者の独占に帰した。1850－51年に新しい農業知識普及のために全国を旅した J. ケアード（James 
Caird）は，自著の中で，啓蒙の意味を込めて盛んに新しい方式について記述しているが，実際はほ
んの僅かの地方（ノーサンバーランド北部，リンカーン中部・北部，およびコークの地元ノーフォー
ク）を除けば，旧式の農法が支配的であった。たとえば旧式農法では，農場から出る糞尿は，厄介な
公害と扱われていた。こうして知的な農法と旧式農法とは，しばしば並存しており，多くの場合，知
性あるやり方は例外的だった。
　排水について見ると，エセックスでは古くから，粘り気の多い土壌から過剰な水分を除去するため
に，平行に敷かれた数多くの排水渠を利用する方法が知られていた。このやり方はサフォーク，ハー
トフォード，南ノーフォークでも知られていた。これらの地方以外，及び沼沢地では，排水は主とし
て泉源に捌け口を付ける方法によっていた。排水渠は深く，数は少なかった。また，1830年以前は，
粘土の野原に畝を立て，その間の筋に排水路をもうけるやり方もあった。1823年と1833年の間の時期
に，パースシャー（スコットランド）のディーンストンの工場支配人（manager of Deanston factories in 
Perthshire）だった J. スミス（James Smith）が，幅16ないし21フィート，深さ2.5フィートの排水路に
石を詰め，特別に設計された重量のある鋤で下層土をかきまぜることで，「イグサの生い茂る沼地を
庭園に」変えることができることを見いだした。1831年に彼は新方法の内容を公刊し，1835年には J. 
グラハム（James Graham）卿の主宰する農業委員会で証言した。以後，彼の新方法は地方のあらゆる
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に合うような泥炭土に変えることにも努力していた。コークやケンブリッジ州のJ・ウェッブ（Jonas 
Webb）の努力によって，1815年から1845年の間に，上記二種の家畜は従来の角のあるウィルトシャー
種羊や長角牛をほぼ完全に駆逐してしまった。冬越しのきかない従来の蕪に加えて，霜に強いスエー
デン種の蕪やマングル・ウオーザル種（mangel-wurzel）の大根が栽培されるようになった。
（施肥と排水）
　不況の深刻化の結果，活動的な精神の持ち主は施肥の仕方に注意を向けるようになった。骨粉の使
用は1840年までに一般化し，1844年のウィルトシャーでは「測りしれぬ価値がある」と評されている。
油かすはハンバー地方（ヨークシャー，リンカーン，ノッティンガム）では定着していたが，他の地
方では専門家しか知らなかった。硝酸ナトリウムも試みられていたが，或る地方では大成功，或る地
方では1845年までに見限られていた。グアノの効用も1840年代には知られるようになり，G. ベンティ
ンック卿（Lord George Bentinck）が1846年の議会で，その効用について誇大宣伝的な演説をしたほど
であった。J. ローウィス（John Lawes）は1842年に，糞石から無機過燐酸塩を製造する特許を取得し，
翌年からデットフォード（Deptford）で生産を開始した。この年に彼はローサムステッド（Rothamsted）
に研究所を設立して，彼の農業研究を恒久化する礎を築いた。過燐酸塩は40年代後半になると使用さ
れはじめ，ローサムステッドの研究所は注意を喚起していたが，まだ真に定着した状況ではなかった。
イギリスに関しては，J. リービッヒ（Justus Liebig）の書物『有機化学：その農業および生理学への応用』
（Organic Chemistry in its applications to Agriculture and Physiology, 1840）が農業化学の基礎を築いたの
だが，そこから得られた知識もしばしば誤用された。リービッヒの見解自体にも批判に耐え得ぬ部分
があり，そういう場合，無学な農場主達が旧来の知識や迷信に固執するのも無理からぬ所があった。
　したがって，新しい肥料の知識は，賢明に適用された場合であれ誤って適用された場合であれ，少
数者の独占に帰した。1850－51年に新しい農業知識普及のために全国を旅した J. ケアード（James 
Caird）は，自著の中で，啓蒙の意味を込めて盛んに新しい方式について記述しているが，実際はほ
んの僅かの地方（ノーサンバーランド北部，リンカーン中部・北部，およびコークの地元ノーフォー
ク）を除けば，旧式の農法が支配的であった。たとえば旧式農法では，農場から出る糞尿は，厄介な
公害と扱われていた。こうして知的な農法と旧式農法とは，しばしば並存しており，多くの場合，知
性あるやり方は例外的だった。
　排水について見ると，エセックスでは古くから，粘り気の多い土壌から過剰な水分を除去するため
に，平行に敷かれた数多くの排水渠を利用する方法が知られていた。このやり方はサフォーク，ハー
トフォード，南ノーフォークでも知られていた。これらの地方以外，及び沼沢地では，排水は主とし
て泉源に捌け口を付ける方法によっていた。排水渠は深く，数は少なかった。また，1830年以前は，
粘土の野原に畝を立て，その間の筋に排水路をもうけるやり方もあった。1823年と1833年の間の時期
に，パースシャー（スコットランド）のディーンストンの工場支配人（manager of Deanston factories in 
Perthshire）だった J. スミス（James Smith）が，幅16ないし21フィート，深さ2.5フィートの排水路に
石を詰め，特別に設計された重量のある鋤で下層土をかきまぜることで，「イグサの生い茂る沼地を
庭園に」変えることができることを見いだした。1831年に彼は新方法の内容を公刊し，1835年には J. 
グラハム（James Graham）卿の主宰する農業委員会で証言した。以後，彼の新方法は地方のあらゆる
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農業改良家の口の端にのぼるようになった。1838年に王立農業学会（Royal Agricultural Society）が設
立され，その機関誌創刊号（1840年）で，グラハムは「溝による排水と深耕とはイングランドではす
でに半世紀も実施されているが，それをスコットランドに導入したことは，殆ど発見と称するに値す
ることだ」と評している。これは事実だが，旧来のイングランドの溝式排水は科学的なものではなかっ
た。
　その後間もなく，P. プーシー（Philip Pusey）が，イングランドの３分の１は，まだディーンストン
もしくはエセックス式の排水方式で改善の余地があると論じた。問題は排水の最も必要なイングラン
ドの諸地方で，スコットランドならば至る所にある石が欠乏しているためにコストが高くつくこと
だった。また，粗野なエセックス方式は必ずしも信を得ていなかった。1840年頃にエセックスで，粗
野な機械を用いて粘土パイプを作る方法が考案され，これを用いた排水法が1842－43年頃までにはサ
フォーク，サセックスに定着し，ケントの一部でも試用されはじめていた。王立農業学会はパイプ式
排水を賞金を出したり実験を奨励したりして保護育成した。1850年までに，機械によるパイプ製造能
力は，１日当たり最大1,000フィートから20,000フィートへと成長していた。しかし同じ頃，プーシー
の述べていた「排水の必要な，イングランドの３分の１の地域」は，まだ十分な排水が出来ていなかっ
た。1850－51年に，ケアードはタイムズ紙の委員として，再三再四排水の不備について報告している。
排水不備の原因として，地主が改良投資に消極的であること，地主が排水パイプを提供しても農業主
がそれを誤用すること，旧式な排水法の墨守または排水への無関心などを指摘している。逆に積極要
素として，農業主達が排水推進のためにローンを利用している地方があることも報告している。
　これに対してスコットランドの農業先進地であるロジアン，南パースシャーなどでは，農業はすで
に1842年に完全な排水を基礎としており，農業主達は排水に巨額の資金を投じていた。農業主達は地
主の助力に頼るのではなく，19年ないし21年のリース契約を基礎にしていた。イングランドの或る著
述家は，スコットランドの排水の完備された農地を「樹木もなければ畝・溝もない，平坦な土地」と
賛美している。畝云々は，トウィード川以南の畝・溝の残存を意識したものである。
（農業機械）
　ロジアンやノーサンバーランドの農業主達は，1830年以前に開発されていた農業機械の使用におい
ても進んでいた。今や殆どの者が通常６馬力高圧タイプの蒸気エンジン（１台の価格110ないし120ポ
ンド）を保有していた。主要用途は脱穀であって，エンジンは価格が80ないし90ポンドの脱穀機に付
けられるのが常だったが，他の用途に供される場合もあった。エンジンは収穫期に用いるだけでもコ
スト面で引き合っていた。スコットランドの脱穀機は，1842年当時，漸く浸透し始めていた南イング
ランドの惨めな機械に比べ，圧倒的に優れていた。
　総じて，1840年代には脱穀機であれ何であれ，機械の浸透は驚くほど緩慢だった。1842年にプーシー
が，いまだにあらゆる地方で脱穀のために，もっぱらから竿が用いられている，と述べたほどだった。
オックスフォードでは，大農場の場合，小麦のために或る種の脱穀機が用いられていたが，大麦はま
だ，から竿で脱穀されていた。蒸気式エンジンが脱穀に用いられている農場は（この場合，コスト面
では，手作業の場合の数分の１ですんだにも拘わらず），タイン川以南では稀であった。
　刈り取り機は1850年になってもまだ，効率的なものができていなかった。イプスウィッチのランサ
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ム・メイ商会（Ransome and May）は当時800人以上を雇い，300種以上の犂をはじめとする数多くの
機器を製造していたが，刈り取り機はその中にはなかった。レイストン（Leiston：サフォーク州東部の
町）のガレット社も筋蒔き機や馬鍬製造では全イングランドに名前を轟かせていたが，刈り取り機は
作っていなかった。
　すべての大都市周辺で奇妙なほどに，あれこれの農業後進性が残っていた。簡単に独占的利得を得
ることができたので農業主達が改良に無関心だったためだろう。たとえば北西部の工業都市近辺の小
規模な肉・乳牛牧場やジャガイモ農場などでは，排水も農地改良もなされていなくても，少しばかり
の技術を発揮するだけで何とかやって行けた。ミドルセックスはその適例である。
（後進性と鉄道）
　そのミドルセックスの農業主達は，1843年には，食料価格の下落をもたらすという廉で，鉄道に厳
しく反対していた。しかし，鉄道がノーフォークまで貫通した1850年頃になると，家畜の長距離移送
のために体重が激減するという損失を，鉄道輸送を利用すれば回避できるようになっていた。一般に，
従来はデヴォン，ハートフォード，時にはヨークシャーやスコットランドの一部から東部海岸近くま
で牛を運んで，そこで痩せた牛を再び太らせ，その後ようやくロンドンまで運ぶという手間と費用が
掛かっていたのだ。ミルク輸送についても同様に，鉄道を利用できる状況になっていた。しかし，そ
ういう状況を踏まえて農業啓蒙家ケアードが「北ハンプシャーの農業主達は鉄道を用いてミルク，バ
ター，野菜などを首都市場に運び，穀物の損失を奪回すべきだ」と主張していたにもかかわらず，農
業主達はそうはしていなかった（鉄道への敵意や無理解から，ということだろう）。
　旧式農法の弊は，原始的で無駄の多い作物の回転のさせ方や，西部・北西部諸州の古い囲い込み地
における不注意な草地の管理にも表れていた。ケアードはグロースター谷（Vale of Gloucester）の古
い酪農地について「水は停滞し，農業主の勤勉性は麻痺し，労働者の精力は衰え，繁茂しているのは
農地を脅かす巨木ばかり」と述べている。北部の粘土質土壌（とくに東ライディング，ヨーク谷，ダ
ラムの未排水地全体，ノーサンバーランド南部）では，旧式の三圃農法（耕地を三つに分け，作物を
２種栽培し，一つは休閑地とする）が，いまだに一般的だった。北部の粘度土壌では「休閑地，小麦，
大麦」というのが標準型で，ノッティンガムシャーの粘土土壌では「休閑地，小麦，豆」という変型
もあった。バッキンガムシャー，オックスフォードシャーの粘土土壌では，「３種の作物と休閑地」
という回転が認められており，インゲン類，エンドウ類，クローヴァーが，２種の白色麦類（実が白
く実る麦）の間に挿入されていた。しかし，他の農地における三圃農法は，より劣悪だった。粘土土
壌では愚かな連作の後，休養のために放置された休閑地がある状況が一般的だった。
　他方，優れた農業主達は全国どこでも，経験に基づいて，作物回転のさせ方を変えつつあった。そ
の際，新しい農法の肝要な部分を採り入れていた。その主たるものは，ノーフォーク農法，つまり４
コース回転だった。ただし，後者の農法の細部にわたる厳格な適用ではなく，穀物と家畜用作物の交
互栽培という原理を採用したものだった。街の近辺では，肥料が豊富で，かつ肉や野菜の需要が多かっ
たので，農業主達は農地の３分の１だけを穀物に，残る３分の２を，人および家畜用のクローヴァー，
蕪，ジャガイモなどの栽培に割り当てた。
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ム・メイ商会（Ransome and May）は当時800人以上を雇い，300種以上の犂をはじめとする数多くの
機器を製造していたが，刈り取り機はその中にはなかった。レイストン（Leiston：サフォーク州東部の
町）のガレット社も筋蒔き機や馬鍬製造では全イングランドに名前を轟かせていたが，刈り取り機は
作っていなかった。
　すべての大都市周辺で奇妙なほどに，あれこれの農業後進性が残っていた。簡単に独占的利得を得
ることができたので農業主達が改良に無関心だったためだろう。たとえば北西部の工業都市近辺の小
規模な肉・乳牛牧場やジャガイモ農場などでは，排水も農地改良もなされていなくても，少しばかり
の技術を発揮するだけで何とかやって行けた。ミドルセックスはその適例である。
（後進性と鉄道）
　そのミドルセックスの農業主達は，1843年には，食料価格の下落をもたらすという廉で，鉄道に厳
しく反対していた。しかし，鉄道がノーフォークまで貫通した1850年頃になると，家畜の長距離移送
のために体重が激減するという損失を，鉄道輸送を利用すれば回避できるようになっていた。一般に，
従来はデヴォン，ハートフォード，時にはヨークシャーやスコットランドの一部から東部海岸近くま
で牛を運んで，そこで痩せた牛を再び太らせ，その後ようやくロンドンまで運ぶという手間と費用が
掛かっていたのだ。ミルク輸送についても同様に，鉄道を利用できる状況になっていた。しかし，そ
ういう状況を踏まえて農業啓蒙家ケアードが「北ハンプシャーの農業主達は鉄道を用いてミルク，バ
ター，野菜などを首都市場に運び，穀物の損失を奪回すべきだ」と主張していたにもかかわらず，農
業主達はそうはしていなかった（鉄道への敵意や無理解から，ということだろう）。
　旧式農法の弊は，原始的で無駄の多い作物の回転のさせ方や，西部・北西部諸州の古い囲い込み地
における不注意な草地の管理にも表れていた。ケアードはグロースター谷（Vale of Gloucester）の古
い酪農地について「水は停滞し，農業主の勤勉性は麻痺し，労働者の精力は衰え，繁茂しているのは
農地を脅かす巨木ばかり」と述べている。北部の粘土質土壌（とくに東ライディング，ヨーク谷，ダ
ラムの未排水地全体，ノーサンバーランド南部）では，旧式の三圃農法（耕地を三つに分け，作物を
２種栽培し，一つは休閑地とする）が，いまだに一般的だった。北部の粘度土壌では「休閑地，小麦，
大麦」というのが標準型で，ノッティンガムシャーの粘土土壌では「休閑地，小麦，豆」という変型
もあった。バッキンガムシャー，オックスフォードシャーの粘土土壌では，「３種の作物と休閑地」
という回転が認められており，インゲン類，エンドウ類，クローヴァーが，２種の白色麦類（実が白
く実る麦）の間に挿入されていた。しかし，他の農地における三圃農法は，より劣悪だった。粘土土
壌では愚かな連作の後，休養のために放置された休閑地がある状況が一般的だった。
　他方，優れた農業主達は全国どこでも，経験に基づいて，作物回転のさせ方を変えつつあった。そ
の際，新しい農法の肝要な部分を採り入れていた。その主たるものは，ノーフォーク農法，つまり４
コース回転だった。ただし，後者の農法の細部にわたる厳格な適用ではなく，穀物と家畜用作物の交
互栽培という原理を採用したものだった。街の近辺では，肥料が豊富で，かつ肉や野菜の需要が多かっ
たので，農業主達は農地の３分の１だけを穀物に，残る３分の２を，人および家畜用のクローヴァー，
蕪，ジャガイモなどの栽培に割り当てた。
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（土地に関する社会的状況：新救貧法）
　物価が低落し農業主達が意気阻喪している時期には，土地に関する社会状況が急速に改善されるこ
とは期待できない。また，初期鉄道時代には，救貧法の改正（1833－34年）が麻酔薬無しに施行され，
それによる厳しい社会的痛みが生じていた。農業地域において，組織的に地方税で賃金を補填するや
り方は，1831－32年の法律でほぼ差し止めになっており，1834年の法案では翌年から健常者に対する
全ての屋外援助が打ち切りになるとされていた。実施はかなり漸次的に，かつ部分的に行われたとは
いえ，時間の経過に伴い，労働者達は自分の稼得賃金以外には頼るものがなくなってきた。教区は徐々
に教区連合に組織化された。1846年頃にはイングランドとウェールズの643の救貧法単位（教区連合
または都市部の大きな単独教区）が合計707の作業院を有し，後者の平均収容人員は270人だった。
　高賃金地域・低賃金地域：イングランド農業労働者の生計費カーヴは1838－41年の間，賃金カーヴ
にわずかに，そして1847年にははっきりと，近づいた。その後は物価下落に伴い，大幅に乖離して
いった。これは２世代以上の間，なかったことである。生計費指数の動向は以下の通りである：1790
年＝100，1813年187，1825年128，1835年99，1839年123，1847年116，1850年83。平均賃金は1825年
と1845年の間にわずかに低下したが，しかし物価下落のメリットを相殺するほどではなかった。
　ケアードは製造業の盛んな北部では，週賃金の平均値（11シリング６ペンス）が南部農業地帯に比
べて37％高いと推計している（彼はコブデン・ラインを補強するような独自の地図を示して〔本書467頁に転
載〕，地域ごとの農業の特色を分析している。北部の「ノーサンバーランドとカンバーランドの州境北端」と南部
の「ドーセットとデヴォンの州境南端」を曲線で結ぶことで，ほぼイングランドを東西に分割して東側を農業地
帯とし，他方，リンカーン州のウォッシュ湾とチェシャーのマージー川河口を曲線で結び，その北側を高賃金地
域としている）。その北部の中でも，東側の農業地帯は西側に比べ平均賃金が３％ほど低いという。ま
た南部18州の平均値を８シリング５ペンスと推計している。イングランド全体では西ライディングの
14シリングが最高値，最低値はグロースター，南ウィルトシャー，およびサフォークの７シリングで
あると言う。
　閉鎖教区と解放教区：元の救貧法の作用によって育まれた社会的慣習は，当然のことながらしぶと
く生き残り，旧制度から新制度への変化は独自の害悪をもたらした。中でも最悪の遺産は「開放教区」
と「閉鎖教区」の区分だろう。閉鎖教区では土地がごく少数（時には一人）の手中にあり，労働者居
住用の小屋の数は（質は相対的にやや良かったようだ），教区の救貧地方税負担を軽減するという当
初の観点から，厳しく抑制されていた。開放教区では土地はもっと多くの人々に分割されていて，救
貧税負担を軽くするための結束も少なかったが，しばしば強欲な地主が肉屋，パン屋，ビア・ハウス
などを経営していて，これが近年，格安賃料の掘っ立て小屋を建て，労働者を収容していた。再び教
区に目を移すと，新しい教区連合を構成する個々の教区間で，救貧税負担を公平化するようなことは
なされていなかった。つまり，1834年法の下では，教区連合が結成された時，連合の管理委員会は救
貧支出費の過去３年間平均値を算出し，その負担を個々の構成教区に割り当てることになっていた。
当初の割り当ては変更可能だったが，変更を強制する規定も奨励する規定もなかった。したがって，
当初割当額負担の少なかった閉鎖教区が，その後負担を増やされることもなかった。この結果，第１
に（賃料の安い教区に住む）労働者達が，朝夕各々１時間もかけて，雇用されている場所（典型的には
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閉鎖教区）に通わざるをえないという弊害，第２に労働者達が道徳面でも健康面でも破滅的な，安直
な掘っ立て小屋のある村に蝟集するという弊害が生じた。統計的検証は出来ないが，イングランドの
どの地域も，上記の社会的不均衡およびその結果としての害悪から免れることがなかったのは確実だ。
　農業労働者団：開放教区からは組織された農業労働者団が徴募されることとなり，議会も1840年代
初頭にはそのことを聞き知っていた。西ノーフォークとフェン（Fen：ケンブリッジ州とリンカーン州に
広がる沼沢地帯で，沼沢地 fen が固有名詞化されている）に起源がある。沼沢地の排水，砂の多いヒース地
の囲い込み，大規模な農場の新建設などが，近くの住民だけでは足りないほどの労働需要を生み出し
ていた。スコットランドやノーサンバーランドにおけると同様，外部から「余剰」労働者が流入して
きた。しかし，種々の理由から，ここでは労働者団システムが確立された。始まりは1820年代で，ノー
フォークの砂地にある，見捨てられたような開放村カッスル・エーカー（Castle Acre）で誕生したよ
うだ。面積1,000エーカーを超える８つの農場を有する開放村があり，その周りには，それをかなり
上回る数の，面積500エーカーを超える農場を有する複数の閉鎖教区があった。作業量が多くなる時
期に，農業主はカッスル・エーカーの労働団の親方に求人し，親方は年齢・性を組み合わせた労働団
を組織し，彼らは仕事のある場所まで移動し，ともかくも寝所を与えられ，仕事が終わるまでそこに
とどめられた。
　この制度は厳格に地方に限定されており，イングランド農村労働者全体のほんの一部に影響を与え
たに過ぎない。しかし，その濫用（児童労働者の搾取など）のために，また救貧法との関係のために，
悪名を冠された。ケアードは当制度が1850年頃まで，しばしば残存していたと述べている。この種の
やり方が残存していたことを除けば，1840年代の農業労働者達は，競争的労働市場で自分の稼得でき
る賃金に頼るほか無くなっていた。ただし，病気や不時の災厄に対する屋外援助（改革者達もこれは
全廃できなかった）と，老年期の作業院収容がこれを僅かに補完していた。
　地方の家屋：この間，地方の住宅事情は余り変化しなかった。1840－60年代に調査や報告が成され
ているが，結果は，20年代の調査の与えてくれるイメージと大差がない。1842年のチャドウィックの
『労働人口の衛生状況に関する報告』（Edwin Chadwick, Report on the Sanitary Condition of the Labouring 
Population）は，書物の目的も作用して，最悪的なケースを紹介している。ドーセットでは小屋の粘
土床が道路よりも低くなっていて，天気の悪い時には水浸しになるところがある：ベッドフォードで
は家族全員が一つの部屋で寝ているところがある：全国諸州で居住小屋と糞塚，豚小屋が混在してい
るところがある：ノーサンバーランドでは一部屋だけの石のハインド（スコットランド，北部イングラ
ンドの作男）用小屋がある，等々。これらは最悪のケースだったとはいえ，実は平均的状況もこれと
大差はなかった。1850年頃の地方家屋事情については，1864年刊行のハンター博士による報告書が，
より正確な像を与えてくれる。同報告書によれば，1851年，全イングランドから抽出した821の教区
において，６万9225戸の小屋があり，それが30万5567人を収容していた。１戸あたり4.41人というこ
とになる。1864年に，このうち5,375戸について詳細な調査が行われたが，二つ以上の寝室をもつ小
屋は５％未満であり，40％強が寝室一つであった。1850年代に法律が１人当たりの空間は最低限240
立方フィート（７立方メートル弱）なければならないと，しぶしぶ規定したのだが，当時の実際の状況は，
１人当たり150ないし160立方フィートしかなかった。時には窓もなく，壁に穴を開けてガラス片がは
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閉鎖教区）に通わざるをえないという弊害，第２に労働者達が道徳面でも健康面でも破滅的な，安直
な掘っ立て小屋のある村に蝟集するという弊害が生じた。統計的検証は出来ないが，イングランドの
どの地域も，上記の社会的不均衡およびその結果としての害悪から免れることがなかったのは確実だ。
　農業労働者団：開放教区からは組織された農業労働者団が徴募されることとなり，議会も1840年代
初頭にはそのことを聞き知っていた。西ノーフォークとフェン（Fen：ケンブリッジ州とリンカーン州に
広がる沼沢地帯で，沼沢地 fen が固有名詞化されている）に起源がある。沼沢地の排水，砂の多いヒース地
の囲い込み，大規模な農場の新建設などが，近くの住民だけでは足りないほどの労働需要を生み出し
ていた。スコットランドやノーサンバーランドにおけると同様，外部から「余剰」労働者が流入して
きた。しかし，種々の理由から，ここでは労働者団システムが確立された。始まりは1820年代で，ノー
フォークの砂地にある，見捨てられたような開放村カッスル・エーカー（Castle Acre）で誕生したよ
うだ。面積1,000エーカーを超える８つの農場を有する開放村があり，その周りには，それをかなり
上回る数の，面積500エーカーを超える農場を有する複数の閉鎖教区があった。作業量が多くなる時
期に，農業主はカッスル・エーカーの労働団の親方に求人し，親方は年齢・性を組み合わせた労働団
を組織し，彼らは仕事のある場所まで移動し，ともかくも寝所を与えられ，仕事が終わるまでそこに
とどめられた。
　この制度は厳格に地方に限定されており，イングランド農村労働者全体のほんの一部に影響を与え
たに過ぎない。しかし，その濫用（児童労働者の搾取など）のために，また救貧法との関係のために，
悪名を冠された。ケアードは当制度が1850年頃まで，しばしば残存していたと述べている。この種の
やり方が残存していたことを除けば，1840年代の農業労働者達は，競争的労働市場で自分の稼得でき
る賃金に頼るほか無くなっていた。ただし，病気や不時の災厄に対する屋外援助（改革者達もこれは
全廃できなかった）と，老年期の作業院収容がこれを僅かに補完していた。
　地方の家屋：この間，地方の住宅事情は余り変化しなかった。1840－60年代に調査や報告が成され
ているが，結果は，20年代の調査の与えてくれるイメージと大差がない。1842年のチャドウィックの
『労働人口の衛生状況に関する報告』（Edwin Chadwick, Report on the Sanitary Condition of the Labouring 
Population）は，書物の目的も作用して，最悪的なケースを紹介している。ドーセットでは小屋の粘
土床が道路よりも低くなっていて，天気の悪い時には水浸しになるところがある：ベッドフォードで
は家族全員が一つの部屋で寝ているところがある：全国諸州で居住小屋と糞塚，豚小屋が混在してい
るところがある：ノーサンバーランドでは一部屋だけの石のハインド（スコットランド，北部イングラ
ンドの作男）用小屋がある，等々。これらは最悪のケースだったとはいえ，実は平均的状況もこれと
大差はなかった。1850年頃の地方家屋事情については，1864年刊行のハンター博士による報告書が，
より正確な像を与えてくれる。同報告書によれば，1851年，全イングランドから抽出した821の教区
において，６万9225戸の小屋があり，それが30万5567人を収容していた。１戸あたり4.41人というこ
とになる。1864年に，このうち5,375戸について詳細な調査が行われたが，二つ以上の寝室をもつ小
屋は５％未満であり，40％強が寝室一つであった。1850年代に法律が１人当たりの空間は最低限240
立方フィート（７立方メートル弱）なければならないと，しぶしぶ規定したのだが，当時の実際の状況は，
１人当たり150ないし160立方フィートしかなかった。時には窓もなく，壁に穴を開けてガラス片がは
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め込まれ，暖炉はないのが普通，床はしばしば湿っているか腐っており，屋根は雨漏りがした。
　チャドウィックが1842年報告において，立派な地主が労働者用の優良な住居を建設したということ
で，敬意を込めて言及したのはベッドフォード，ノーフォーク，サフォーク，リンカーン，およびス
タッフォードの諸州だった。たしかにベッドフォードで公爵が建設した労働者住宅は，１階に２部屋，
２階に２つないし３つの寝室があるというように，他のものより格段に優れていた。しかし，ベッド
フォードでも公爵領地の外部には，全イングランドで最低と言ってよい開放村があった。
　耕作用小規模貸付地（allotments）とジャガイモ畑： 他方，耕作用小規模貸付地（allotment：以下，
小貸付地）とジャガイモ畑は，一般化しつつあった。この趨勢はコベットが指摘しているように，1826
年頃には「流行」だった。もっとも議会の或る委員会はその普及を1830年からとしている。1832－34年
の救貧法委員達はこの動向を歓迎し，ウィルトシャーやドーセットシャーでは労働者が土地を借りて利
用していない教区は殆ど無い：ケンブリッジシャーでも一般的に採用されつつある，などと報告してい
る。1843年になると，ケント，サリー，サセックスでは，小貸付地が一般化している地域こそ少なかっ
たが，他方，試みは殆どの地域でなされていた。ノーフォークとサフォークでの一部では確立された慣
習となっていた。リンカーンシャーでも小貸付地はほぼ一般化したと言われるが，広くて多様な地域を
抱えた州なので，確言は出来ない。同州では「労働者の家ごとに太った豚が見られる」という観察があり，
40年代の衛生改良運動家達の絶えざる不満と併せて考慮すると，豚飼育の普及は相当なものだったと
判断できる。
　中央イングランドでは，南西，南東および東部イングランドと異なって，1840年代の小貸付地の進
展に関する公的証言は見られない。ヨークシャーでは本来の小貸付，つまり１ルード（４分の１エー
カー，すなわち約1,012㎡）から１エーカーくらいまでの小さな土地を労働者に賃貸しする制度は，
殆ど知られていなかった。しかし，農業主が労働者に使わせるジャガイモ畑制度は一般化しつつあっ
た。小貸付制度がなかった理由としては，繁栄している地域では，代替物として労働者に良い庭と牛
の飼育が認められていたことが重要である。またデール地方（Dales：イングランド北部の谷間の多い地域）
や東ライディングでは，そもそも農業労働者としては屋内作業従事者しかいなかった。小貸付制度が，
改良志向的な地主や教区牧師達を引きつけたのは，近年囲い込まれて20年代に庭が不足し，かつ救貧
法が濫用された穀物耕作地域であった。ノーサンバーランドとスコットランドのローランド地方でも，
似たような理由から，小貸付制度は殆ど知られていなかった。
　1843年の小貸付制度委員会は，小貸付制度を国家の一部局の管理下に置くという想念をこねくり回
しはしたものの，具体的な提案を行うこともなく，結局，議会と地主達の善意に委ねたいと述べるだ
けで，問題から遯走した。
　鉄道の撹乱作用：鉄道が開通すると，その地方の農村では鉄道労働者の宿泊問題とそれに付随する
害悪が問題となった。少なくとも1842年頃までは，救貧法委員達は「鉄道建設は農村人口に，良い影
響以上に悪い影響を及ぼしている。鉄道は事故を起こすし，私生児は増えるし，犯罪は倍増する」な
どと論じている。犯罪者やアイルランド出身者が多かったナヴィーへの嫌悪感が支配的な時代だった。
先立つ1836年には，委員の中に「遠からぬ時期に鉄道での仕事だけで全農村の過剰人口が吸収される
だろう」という意見もあったが，40年代の救貧法統計による限り，この期待は裏切られた。しかし，
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遅くとも1845年までには，鉄道作業は村の若者達に認知された職歴になっていた。鉄道労働者の中に
は小金を貯めて成功者の層に上昇していく人々も出てきた。
